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(57)【要約】
【課題】他の部材と動的に接触した際に発生する軋み音（擦れ音）が低減され、耐衝撃性
、耐熱性及び耐面衝撃性のバランスに優れた成形品を与える熱可塑性樹脂組成物の提供。
【解決手段】ポリカーボネート樹脂、エチレン・α－オレフィン系ゴムからなる重合体部
と、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位を含むビニル系共
重合体部とを有するゴム質重合体強化樹脂、並びに、ジエン系ゴム、アクリル系ゴム又は
シリコーン系ゴムからなる重合体部と、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物に
由来する構造単位を含むビニル系共重合体部とを有するゴム質重合体強化樹脂を含有し、
融点（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１）が０℃～１００℃の範囲にある組成物であり、これら２種
のゴム質重合体強化樹脂は、いずれも、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位の含有
量の異なるゴム質重合体強化樹脂の少なくとも３種からなる熱可塑性樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　〔Ａ〕ポリカーボネート樹脂、
　〔Ｂ〕ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体
から選ばれた少なくとも一種のゴム質重合体に由来する重合体部と、シアン化ビニル化合
物に由来する構造単位（ｍｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）
を含むビニル系共重合体部とを備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂、
並びに、
　〔Ｃ〕エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体に由来する重合体部と、シアン化ビニ
ル化合物に由来する構造単位（ｎｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（
ｎｙ）を含むビニル系共重合体部とを備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強
化ビニル系樹脂、
を含有する熱可塑性樹脂組成物において、
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕は、（Ｂ－１）上記構造単位（ｍｘ）の含有
量が５質量％以上ｓ１質量％以下であるビニル系共重合体部を備えるゴム質重合体強化ビ
ニル系樹脂と、（Ｂ－２）上記構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ１質量％を超えてｓ２質量
％以下であるビニル系共重合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂と、（Ｂ－３）
上記構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共重
合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂とからなり、且つ、（ｓ２－ｓ１）≧３（
質量％）であって、上記樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の含有割合は、これ
らの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、１～９５質量％、１～９８質量％及び
０．１～９０質量％である混合樹脂であり、
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｃ〕は、（Ｃ－１）
上記構造単位（ｎｘ）の含有量が５質量％以上ｔ１質量％以下であるビニル系共重合体部
を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂と、（Ｃ－２）上記
構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ１質量％を超えてｔ２質量％以下であるビニル系共重合体
部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂と、（Ｃ－３）上
記構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共重合
体部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂とからなり、且
つ、（ｔ２－ｔ１）≧３（質量％）であって、上記樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ
－３）の含有割合は、これらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、１～９５質
量％、１～９８質量％及び０．１～９０質量％である混合樹脂であり、
　上記熱可塑性樹脂組成物の融点（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９８７）が０℃～１００℃
の範囲にあることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
　ｓ１が１０～３０質量％であり、ｓ２が１５～４５質量％であり、ｔ１が１０～３０質
量％であり、ｔ２が１５～４５質量％である請求項１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
　上記ポリカーボネート樹脂〔Ａ〕、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕、及び、
上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｃ〕の含有割合は、こ
れらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、５～９９質量％、０．５～７０質量
％及び０．５～７０質量％である請求項１又は２に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体の融点（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９８
７）が０℃～１００℃の範囲にある請求項１乃至３のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂
組成物。
【請求項５】
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕が、ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム
質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体から選ばれた少なくとも一種のゴム質重合体の存
在下、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体をグラフト重
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合するに際し、上記シアン化ビニル化合物及び上記芳香族ビニル化合物を、質量比で、５
～２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６０：７３～４０から
５～２５：９５～７５へと、仕込み量を変化させつつ、グラフト重合して得られた樹脂で
ある請求項１乃至４のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項６】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｃ〕が、エチレン・
α－オレフィン系ゴム質重合体の存在下、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物
を含むビニル系単量体をグラフト重合するに際し、上記シアン化ビニル化合物及び上記芳
香族ビニル化合物を、質量比で、５～２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ、
又は、２７～６０：７３～４０から５～２５：９５～７５へと、仕込み量を変化させつつ
、グラフト重合して得られた樹脂である請求項１乃至５のいずれか一項に記載の熱可塑性
樹脂組成物。
【請求項７】
　ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体から選
ばれた少なくとも一種の上記ゴム質重合体に由来する重合体部と、上記エチレン・α－オ
レフィン系ゴム質重合体に由来する重合体部との含有割合が、これらの合計を１００質量
％とした場合に、それぞれ、１０～９０質量％及び１０～９０質量％である請求項１乃至
６のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項８】
　更に、〔Ｄ〕シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｘ）、及び、芳香族ビニル
化合物に由来する構造単位（ｄｙ）を含む共重合体（但し、上記成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕を
除く）を含有し、
　上記共重合体〔Ｄ〕は、（Ｄ－１）上記構造単位（ｄｘ）を、５質量％以上ｒ１質量％
以下で含む共重合体と、（Ｄ－２）上記構造単位（ｄｘ）を、ｒ１質量％を超えてｒ２質
量％以下で含む共重合体と、（Ｄ－３）上記構造単位（ｄｘ）を、ｒ２質量％を超えて６
０質量％以下で含む共重合体とからなり、且つ、（ｒ２－ｒ１）≧３（質量％）であって
、上記共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の含有割合が、これらの合計を１
００質量％とした場合に、それぞれ、１～８０質量％、３～８０質量％及び１～８０質量
％である請求項１乃至７のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項９】
　ｒ２が１５～４５質量％である請求項８に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１０】
　他の部材と動的に接触した際に発生する軋み音が低減される成形品の形成に用いられる
請求項１乃至９のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物を含むことを特徴とする
成形品。
【請求項１２】
　上記成形品が、孔部又は凹部を有する部材、及び、孔部又は凹部への嵌合に用いられる
部材の少なくとも一方である請求項１１に記載の成形品。
【請求項１３】
　車両内装部品として用いられる請求項１１又は１２に記載の成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐衝撃性、耐熱性及び耐面衝撃性に優れ、同一又は他の材料からなる部材と
動的に接触した際に発生する軋み音（擦れ音）が低減された成形品を与える熱可塑性樹脂
組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　ポリカーボネート樹脂は、透明性、耐熱性及び機械特性に優れており、車両、ＯＡ（オ
フィスオートメーション）機器、家庭電化機器、電気・電子機器、建材等において利用さ
れている。そして、ポリカーボネート樹脂を単独で用いた場合の流動性等を改良するため
に、他の熱可塑性樹脂とのポリマーアロイについても数多く開発されている。その中でも
、例えば、特許文献１～４には、流動性（成形加工性）に優れるＡＢＳ樹脂に代表される
ゴム質重合体強化樹脂とのポリマーアロイが開示されており、耐衝撃性等が改良されて、
車両、ＯＡ機器、電気・電子機器等への利用が期待されている。
【０００３】
　ところで、上記の分野で用いられる熱可塑性樹脂製部品（「熱可塑性樹脂組成物Ｘから
なる部品」とする）の中には、熱可塑性樹脂組成物Ｘと同一の若しくは異なる材料からな
る熱可塑性樹脂製部品、硬化樹脂製部品、又は、金属若しくは無機化合物からなる無機材
料製部品等の他の部品と組み合わせて用いられるものがある。例えば、熱可塑性樹脂製部
品と他の部品とを接触配置させたり、これらの部品を、所定の間隔をもって配置させたり
するというものである。近年、特に、熱可塑性樹脂製部品どうしが隣接（単に両者が接触
している若しくは一部に接着部を有しつつ両者が接触している、あるいは、両者が所定の
間隔をもって配置される）している場合、振動、回転、ねじれ、摺動、衝撃等により一方
若しくは両方が移動又は変形して動的に接触して、軋み音（擦れ音）が発生することが知
られている。例えば、自動車内に配設されたエアコン又はオーディオの筐体部品と、その
周縁又は内部に配置された嵌合部品とが、振動等により擦れ合って、不快な音を発すると
いうものである。この軋み音は、二つの物体が擦れ合った際に発生するスティックスリッ
プ現象に起因する音であり、物体どうしの摺動性とは異なるものといわれている。
【０００４】
　軋み音対策が施された樹脂部品（自動車内装部品、事務用機器、住宅内装用部品等）と
して、例えば、特許文献５には、融点が０℃以上のエチレン・α－オレフィン系ゴム質重
合体の存在下にビニル系単量体を重合して得られたゴム強化ビニル系樹脂、及び、ポリカ
ーボネート樹脂を含有する熱可塑性樹脂組成物からなり、エチレン・α－オレフィン系ゴ
ム質重合体の含有量が、熱可塑性樹脂組成物１００質量％に対して、５～３０質量％であ
る接触用部品が開示されている。
【０００５】
　また、車両に配設される樹脂製部材としては、衝突、接触等の際における安全性の観点
から、破壊により、尖った破片を発生させにくい材料からなるものが用いられている。こ
のような材料に対する各種性能の評価としては、アイゾット衝撃強さ、シャルピー衝撃強
さ等による「耐衝撃性」の評価だけでなく、落錘衝撃強さ等による「耐面衝撃性」、即ち
、実用衝撃強度の評価が着目されてきた。特に、車両は、温暖地域から寒冷地域に至るま
での、広い温度範囲の場所で用いられるので、低い温度で脆性破壊する材料ではなく、脆
性破壊が抑制されて、延性破壊されやすい材料が求められている。
【０００６】
　尚、「脆性破壊」とは、例えば、落錘試験後、重錘により材料が破壊されて破片が飛び
散ることを意味する。また、「延性破壊」とは、材料の著しい伸びや絞りによる変形を伴
うものの、重錘により破片が飛び散らない破壊形態を意味する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－２６７１３号公報
【特許文献２】特開２０００－２０４２３４号公報
【特許文献３】特開２００１－２８８３５４号公報
【特許文献４】特開２００６－８３２４０号公報
【特許文献５】特開２０１２－４６６６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００８】
　本発明は、ポリカーボネート樹脂及びゴム強化樹脂を含み、０℃以下の低い温度、例え
ば、－３０℃における落錘衝撃試験で脆性破壊が抑制され、延性破壊されやすい成形品を
与え、耐衝撃性、耐熱性及び耐面衝撃性に優れ、同一又は他の材料からなる部材と動的に
接触した際に発生する軋み音（擦れ音）が低減された成形品を与える熱可塑性樹脂組成物
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は以下のとおりである。
１．〔Ａ〕ポリカーボネート樹脂、〔Ｂ〕ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合
体及びシリコーン系ゴム質重合体から選ばれた少なくとも一種のゴム質重合体に由来する
重合体部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）、及び、芳香族ビニル化
合物に由来する構造単位（ｍｙ）を含むビニル系共重合体部とを備えるゴム質重合体強化
ビニル系樹脂、並びに、〔Ｃ〕エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体に由来する重合
体部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｘ）、及び、芳香族ビニル化合物
に由来する構造単位（ｎｙ）を含むビニル系共重合体部とを備えるエチレン・α－オレフ
ィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を含有する熱可塑性樹脂組成物において、上記ゴム
質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕は、（Ｂ－１）上記構造単位（ｍｘ）の含有量が５質量
％以上ｓ１質量％以下であるビニル系共重合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂
と、（Ｂ－２）上記構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ１質量％を超えてｓ２質量％以下であ
るビニル系共重合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂と、（Ｂ－３）上記構造単
位（ｍｘ）の含有量がｓ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共重合体部を備
えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂とからなり、且つ、（ｓ２－ｓ１）≧３（質量％）で
あって、上記樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の含有割合は、これらの合計を
１００質量％とした場合に、それぞれ、１～９５質量％、１～９８質量％及び０．１～９
０質量％である混合樹脂であり、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニ
ル系樹脂〔Ｃ〕は、（Ｃ－１）上記構造単位（ｎｘ）の含有量が５質量％以上ｔ１質量％
以下であるビニル系共重合体部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビ
ニル系樹脂と、（Ｃ－２）上記構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ１質量％を超えてｔ２質量
％以下であるビニル系共重合体部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化
ビニル系樹脂と、（Ｃ－３）上記構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ２質量％を超えて６０質
量％以下であるビニル系共重合体部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強
化ビニル系樹脂とからなり、且つ、（ｔ２－ｔ１）≧３（質量％）であって、上記樹脂（
Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）の含有割合は、これらの合計を１００質量％とした
場合に、それぞれ、１～９５質量％、１～９８質量％及び０．１～９０質量％である混合
樹脂であり、上記熱可塑性樹脂組成物の融点（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９８７）が０℃
～１００℃の範囲にあることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
２．ｓ１が１０～３０質量％であり、ｓ２が１５～４５質量％であり、ｔ１が１０～３０
質量％であり、ｔ２が１５～４５質量％である上記１に記載の熱可塑性樹脂組成物。
３．上記ポリカーボネート樹脂〔Ａ〕、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕と、上
記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｃ〕との含有割合は、こ
れらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、５～９９質量％、０．５～７０質量
％及び０．５～７０質量％である上記１又は２に記載の熱可塑性樹脂組成物。
４．上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体の融点（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９
８７）が０℃～１００℃の範囲にある上記１乃至３のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂
組成物。
５．上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｂ〕が、ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴ
ム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体から選ばれた少なくとも一種のゴム質重合体の
存在下、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体をグラフト
重合するに際し、上記シアン化ビニル化合物及び上記芳香族ビニル化合物を、質量比で、
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５～２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６０：７３～４０か
ら５～２５：９５～７５へと、仕込み量を変化させつつ、グラフト重合して得られた樹脂
である上記１乃至４のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
６．上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂〔Ｃ〕が、エチレン
・α－オレフィン系ゴム質重合体の存在下、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合
物を含むビニル系単量体をグラフト重合するに際し、上記シアン化ビニル化合物及び上記
芳香族ビニル化合物を、質量比で、５～２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ
、又は、２７～６０：７３～４０から５～２５：９５～７５へと、仕込み量を変化させつ
つ、グラフト重合して得られた樹脂である上記１乃至５のいずれか一項に記載の熱可塑性
樹脂組成物。
７．ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体から
選ばれた少なくとも一種の上記ゴム質重合体に由来する重合体部と、上記エチレン・α－
オレフィン系ゴム質重合体に由来する重合体部との含有割合が、これらの合計を１００質
量％とした場合に、それぞれ、１０～９０質量％及び１０～９０質量％である上記１乃至
６のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
８．更に、〔Ｄ〕シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｘ）、及び、芳香族ビニ
ル化合物に由来する構造単位（ｄｙ）を含む共重合体（但し、上記成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕
を除く）を含有し、上記共重合体〔Ｄ〕は、（Ｄ－１）上記構造単位（ｄｘ）を、５質量
％以上ｒ１質量％以下で含む共重合体と、（Ｄ－２）上記構造単位（ｄｘ）を、ｒ１質量
％を超えてｒ２質量％以下で含む共重合体と、（Ｄ－３）上記構造単位（ｄｘ）を、ｒ２

質量％を超えて６０質量％以下で含む共重合体とからなり、且つ、（ｒ２－ｒ１）≧３（
質量％）であって、上記共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の含有割合が、
これらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、１～８０質量％、３～８０質量％
及び１～８０質量％である上記１乃至７のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
９．ｒ２が１５～４５質量％である上記８に記載の熱可塑性樹脂組成物。
１０．他の部材と動的に接触した際に発生する軋み音が低減される成形品の形成に用いら
れる上記１乃至９のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
１１．上記１乃至１０のいずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物を含むことを特徴とす
る成形品。
１２．上記成形品が、孔部又は凹部を有する他の部材における該孔部又は該凹部への嵌挿
に用いられる部材、及び、孔部又は凹部を有する部材、の少なくとも一方である上記１１
に記載の成形品。
１３．車両内装部品として用いられる上記１１又は１２に記載の成形品。
【００１０】
　本明細書において、「（メタ）アクリル」は、アクリル及びメタクリルを、「（メタ）
アクリレート」は、アクリレート及びメタクリレートを、「（メタ）アクリロイル基」は
、アクリロイル基又はメタクリロイル基を、「（共）重合体」は、単独重合体及び共重合
体を意味する。
　また、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９８７に準ずる融点（以下、「Ｔｍ」と表記する）は
、ＤＳＣ（示差走査熱量計）を用い、１分間に２０℃の一定昇温速度で吸熱変化を測定し
、得られた吸熱パターンのピーク温度を読みとった値である。
　更に、「複合体」は、少なくとも二つの部材からなるものであり、そのうちの少なくと
も一つが熱可塑性樹脂組成物からなる成形品であり、二つの部材からなるものとした場合
、以下の態様が挙げられる。
（ａ）両者が、必要により連結具を用いて、直接接触している態様（いずれか一方又は両
者が摺動等の自由な動きが可能であってもよい）
（ｂ）両者の界面の一部に接着層を備え、他の界面において両者が直接接触して一体化し
ている態様
（ｃ）両者が、必要により連結具を用いて、一体化しているが、直接接触しておらず、且
つ、他所からの力により、いずれか一方又は両方が移動又は変形して、動的に接触し得る
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態様
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物によれば、耐衝撃性、耐熱性及び耐面衝撃性のバランスに
優れ、０℃以下の低い温度、例えば、－３０℃における落錘衝撃試験で脆性破壊が抑制さ
れ、延性破壊されやすい成形品を与え、車両、ＯＡ（オフィスオートメーション）機器、
家庭電化機器、電気・電子機器、建材等の分野に好適に用いることができる。このような
分野において、本発明の熱可塑性樹脂組成物を含む成形品が、特に、同一又は他の材料か
らなる部材に隣接（単に両者が接触している若しくは一部に接着部を有しつつ両者が接触
している、あるいは、両者が所定の間隔をもって配置される）した構造を形成する場合に
は、振動、回転、ねじれ、摺動、衝撃等により一方若しくは両方が移動又は変形して動的
に接触（面接触、線接触又は点接触）しても、発生する軋み音（擦れ音）が低減されるか
あるいは軋み音の発生が抑制される。本発明の成形品は、特に、孔部又は凹部を有する他
の部材における該孔部又は該凹部への嵌挿に用いられる部材、及び、孔部又は凹部を有す
る部材、の少なくとも一方であることが好ましく、車両内装部品として好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】二つの部材を組み合わせてなる複合体の一例を示す概略断面図である。
【図２】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略断面図である。
【図３】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略断面図である。
【図４】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略断面図である。
【図５】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略断面図である。
【図６】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略断面図である。
【図７】図８の構成の複合体の形成に用いられる、一方の部材１２を示す概略斜視図であ
る。
【図８】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略図であり、（Ａ）は平面
図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は、（Ａ）におけるＹ－Ｙ′線断面図である。
【図９】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略図であり、（Ａ）は平面
図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は、（Ａ）におけるＹ－Ｙ′線断面図である。
【図１０】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略図であり、（Ａ）は平
面図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は、（Ａ）におけるＹ－Ｙ′線断面図である。
【図１１】図１２の構成の複合体の形成に用いられる、一方の部材１８を示す概略斜視図
である。
【図１２】二つの部材を組み合わせてなる複合体の他例を示す概略図であり、（Ａ）は平
面図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は、（Ａ）におけるＹ－Ｙ′線断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、上記のように、〔Ａ〕ポリカーボネート樹脂（以下、
「成分〔Ａ〕」ともいう）、〔Ｂ〕ジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合体及び
シリコーン系ゴム質重合体から選ばれた少なくとも一種のゴム質重合体に由来する重合体
部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に
由来する構造単位（ｍｙ）を含むビニル系共重合体部（以下、「ビニル系共重合体部（Ｂ
Ｘ）」ともいう）とを備える、特定の三種からなるゴム質重合体強化ビニル系樹脂（以下
、「成分〔Ｂ〕」ともいう）、並びに、〔Ｃ〕エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体
に由来する重合体部（以下、「エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部」という）と
、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来
する構造単位（ｎｙ）を含むビニル系共重合体部（以下、「ビニル系共重合体部（ＣＸ）
」ともいう）とを備える、特定の三種からなるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体
強化ビニル系樹脂（以下、「成分〔Ｃ〕」ともいう）を含有する組成物である。本発明の
熱可塑性樹脂組成物は、他の熱可塑性樹脂や添加剤（いずれも後述）を含有してもよい。
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　本発明の熱可塑性樹脂組成物を含む成形品は、例えば、図１～図６、図８、図９、図１
０及び図１２に示されるように、１の部材（１０、１２、１４、１６又は１８）と、他の
部材（２０、２２、２４、２６又は２８）とから、複合体を構成する、少なくともいずれ
か一方の成形品として好適に用いられる。特に、本発明の熱可塑性樹脂組成物を含む部材
と、他の部材とが動的に接触した際、又は、本発明の熱可塑性樹脂組成物を含む部材どう
しが動的に接触した際に、軋み音（擦れ音）の発生が抑制される複合体とすることができ
る。
【００１４】
　上記成分〔Ａ〕は、主鎖にカーボネート結合を有するポリカーボネート樹脂であれば、
特に限定されず、芳香族ポリカーボネートでもよいし、脂肪族ポリカーボネートでもよい
。また、これらを組み合わせて用いてもよい。本発明においては、耐衝撃性、耐熱性等の
観点から、芳香族ポリカーボネートが好ましい。尚、この成分〔Ａ〕は、末端が、Ｒ－Ｃ
Ｏ－基、Ｒ′－Ｏ－ＣＯ－基（Ｒ及びＲ′は、いずれも有機基を示す。）に変性されたも
のであってもよい。
【００１５】
　上記芳香族ポリカーボネートとしては、芳香族ジヒドロキシ化合物及び炭酸ジエステル
を溶融によりエステル交換（エステル交換反応）して得られたもの、ホスゲンを用いた界
面重縮合法により得られたもの、ピリジンとホスゲンとの反応生成物を用いたピリジン法
により得られたもの等を用いることができる。
【００１６】
　芳香族ジヒドロキシ化合物としては、分子内にヒドロキシル基を二つ有する化合物であ
ればよく、ヒドロキノン、レゾルシノール等のジヒドロキシベンゼン、４，４′－ビフェ
ノール、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（以下、「ビスフェノールＡ
」という）、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（
３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３、５－ジ
メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、
１，１－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニ
ル）ブタン、２，２－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）ペンタン、１，１－ビス（ｐ－ヒ
ドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）－４－イ
ソプロピルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－ト
リメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタ
ン、９，９－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（ｐ－ヒドロキ
シ－３－メチルフェニル）フルオレン、４，４′－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン
）ジフェノール、４，４′－（ｍ－フェニレンジイソプロピリデン）ジフェノール、ビス
（ｐ－ヒドロキシフェニル）オキシド、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）ケトン、ビス（
ｐ－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エステル、ビス（
ｐ－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（ｐ－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）ス
ルフィド、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒ
ドロキシフェニル）スルホン、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）スルホキシド等が挙げら
れる。これらは、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。
【００１７】
　上記芳香族ヒドロキシ化合物のうち、二つのベンゼン環の間に炭化水素基を有する化合
物が好ましい。尚、この化合物において、炭化水素基は、ハロゲン置換された炭化水素基
であってもよい。また、ベンゼン環は、そのベンゼン環を構成する炭素原子に結合してい
た水素原子の一つ又は二つ以上がハロゲン原子に置換されたものであってもよい。従って
、上記化合物としては、ビスフェノールＡ、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒド
ロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル－３－メチルフェニ
ル）プロパン、２，２－ビス（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、２，２－ビス（３、５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－
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ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２
－ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）ブタン等が挙げられる。これらのうち、ビスフェノー
ルＡが特に好ましい。
【００１８】
　芳香族ポリカーボネートをエステル交換反応により得るために用いる炭酸ジエステルと
しては、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルカーボネ
ート、ジフェニルカーボネート、ジトリルカーボネート等が挙げられる。これらは、単独
であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。
【００１９】
　上記成分〔Ａ〕の平均分子量及び分子量分布は、組成物が、成形加工性を有する限り、
特に限定されない。ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定され
るポリスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは１５，０００～４０，００
０、より好ましくは１６，０００～３０，０００、更に好ましくは１７，０００～２８，
０００である。尚、上記重量平均分子量が大きくなるほど、ノッチ付き衝撃強さが高くな
る一方、流動性が十分ではなく、成形加工性に劣る傾向にある。
　更に、上記成分〔Ａ〕の分子量は、溶媒としてメチレンクロライドを用い、２５℃で測
定した溶液粘度より換算した粘度平均分子量（Ｍｖ）で、好ましくは１０，０００～５０
，０００、より好ましくは１５，０００～３０，０００、更に好ましくは１７，５００～
２７，０００である。粘度平均分子量が１０，０００～５０，０００であると、成形加工
性及び機械的強度に優れる。
　また、上記成分〔Ａ〕のＭＦＲ（温度２４０℃、荷重１０ｋｇ）は、好ましくは１～７
０ｇ／１０分、より好ましくは２．５～５０ｇ／１０分、更に好ましくは４～３０ｇ／１
０分である。
【００２０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、上記成分〔Ａ〕を一種のみ含んでよいし、二種以上を
含んでもよい。
【００２１】
　上記成分〔Ｂ〕は、特定の三種のゴム質重合体強化ビニル系樹脂、即ち、構造単位（ｍ
ｘ）の含有量が５質量％以上ｓ１質量％以下であるビニル系共重合体部を備えるゴム質重
合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）と、構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ１質量％を超えてｓ

２質量％以下であるビニル系共重合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－２
）と、構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共
重合体部を備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－３）とからなる混合樹脂であり、
三種いずれの樹脂も、ジエン系ゴム質重合体に由来する重合体部（以下、「ジエン系ゴム
質重合体部」という）、アクリル系ゴム質重合体に由来する重合体部（以下、「アクリル
系ゴム質重合体部」という）、又は、シリコーン系ゴム質重合体に由来する重合体部（以
下、「シリコーン系ゴム質重合体部」という）と、シアン化ビニル化合物に由来する構造
単位（ｍｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）を含むビニル系共
重合体部とを備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂であり、ゴム質重合体部と、ビニル系
共重合体部とが化学的に結合して複合化したものである。そして、上記ゴム質重合体強化
ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）は、互いに、構造単位（ｍｘ）の含
有量が異なる樹脂（ジエン系グラフト樹脂、アクリル系グラフト樹脂又はシリコーン系グ
ラフト樹脂）であり、順次、構造単位（ｍｘ）の含有量が多くなっている樹脂である。
　尚、本発明に係る成分〔Ｂ〕としては、ジエン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂、アク
リル系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂及びシリコーン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂か
ら選ばれた一種のみを用いてよいし、これらの中の二種又は三種の組み合わせで用いるこ
ともできる。
【００２２】
　上記成分〔Ｂ〕を構成する、ジエン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重合体部又は
シリコーン系ゴム質重合体部と、ビニル系共重合体部（ＢＸ）との含有割合（平均値）は
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、特に限定されないが、耐衝撃性及び成形品の外観性の観点から、両者の合計を１００質
量％とした場合に、好ましくは１０～９０質量％及び１０～９０質量％、より好ましくは
２０～８０質量％及び２０～８０質量％、更に好ましくは３５～７５質量％及び２５～６
５質量％である。
【００２３】
　上記のジエン系ゴム質重合体、アクリル系ゴム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体
は、２５℃でゴム質であれば、特に限定されない。
　上記のジエン系ゴム質重合体及びアクリル系ゴム質重合体は、いずれも、単独重合体で
あってよいし、共重合体であってもよい。また、各ゴム質重合体は、架橋重合体であって
よいし、非架橋重合体であってもよい。更に、各ゴム質重合体は、それぞれ、単独である
いは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２４】
　上記ジエン系ゴム質重合体としては、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリクロロプ
レン等の単独重合体；スチレン・ブタジエン共重合体、スチレン・ブタジエン・スチレン
共重合体、アクリロニトリル・ブタジエン共重合体、アクリロニトリル・スチレン・ブタ
ジエン共重合体等のスチレン・ブタジエン系共重合体ゴム；スチレン・イソプレン共重合
体、スチレン・イソプレン・スチレン共重合体、アクリロニトリル・スチレン・イソプレ
ン共重合体等のスチレン・イソプレン系共重合体ゴム等が挙げられる。これらの共重合体
は、ブロック共重合体でもよいし、ランダム共重合体でもよい。また、これらの共重合体
は、水素添加されたものであってもよい。但し、水素添加率は、通常、５０％未満、好ま
しくは２０％未満である。本発明において、上記ジエン系ゴム質重合体は、好ましくは１
，３－ブタジエン又はイソプレンに由来する構造単位を含む（共）重合体又はその水素添
加重合体である。
【００２５】
　上記アクリル系ゴム質重合体は、（メタ）アクリル酸アルキルエステル化合物に由来す
る構造単位を含む重合体であり、好ましくは、共重合体である。そして、この場合、（メ
タ）アクリル酸アルキルエステル化合物に由来する構造単位を二種以上含む共重合体であ
ってよいし、（メタ）アクリル酸アルキルエステル化合物に由来する構造単位と、他のビ
ニル系化合物に由来する構造単位とを含む共重合体であってもよい。
【００２６】
　上記（メタ）アクリル酸アルキルエステル化合物としては、（メタ）アクリル酸メチル
、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸イ
ソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）
アクリル酸ｔｅｒｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、（メタ）アクリル酸
ペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（
メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキ
シル等が挙げられる。これらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いる
ことができる。また、これらのうち、エステル部のアルキル基の炭素原子数が１～１４の
化合物が好ましく、特に、アクリル酸ｎ－ブチル及びアクリル酸２－エチルヘキシルが好
ましい。
【００２７】
　また、上記他のビニル系化合物は、（メタ）アクリル酸アルキルエステル化合物を除く
、炭素－炭素二重結合を一つ有する化合物、又は、炭素－炭素二重結合を二つ以上有する
化合物とすることができる。
【００２８】
　炭素－炭素二重結合を一つ有する化合物としては、芳香族ビニル化合物、シアン化ビニ
ル化合物、アミド基含有不飽和化合物、アルキルビニルエーテル、塩化ビニリデン等が挙
げられる。尚、これらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることが
できる。
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【００２９】
　また、炭素－炭素二重結合を二つ以上有する化合物としては、２官能性芳香族ビニル化
合物、２官能性（メタ）アクリル酸エステル、３官能性（メタ）アクリル酸エステル、４
官能性（メタ）アクリル酸エステル、５官能性（メタ）アクリル酸エステル、６官能性（
メタ）アクリル酸エステル、多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステル等が挙げられ
る。尚、これらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる
。
【００３０】
　上記２官能性芳香族ビニル化合物としては、ジビニルベンゼン、ジビニルトルエン等が
挙げられる。
　上記２官能性（メタ）アクリル酸エステルとしては、１，６－ヘキサンジオールジアク
リレート、エチレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレー
ト、（メタ）アクリル酸アリル、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリエチレ
ングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート等が挙げられる
。
　上記３官能性（メタ）アクリル酸エステルとしては、トリメチロールプロパントリアク
リレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアク
リレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート等が挙げられる。
　上記４官能性（メタ）アクリル酸エステルとしては、ペンタエリスリトールテトラアク
リレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート等が挙げられる。
　上記５官能性（メタ）アクリル酸エステルとしては、ペンタエリスリトールペンタアク
リレート、ペンタエリスリトールペンタメタクリレート等が挙げられる。
　上記６官能性（メタ）アクリル酸エステルとしては、ジペンタエリスリトールヘキサア
クリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート等が挙げられる。
　上記多価アルコールの（メタ）アクリル酸エステルとしては、（ポリ）エチレングリコ
ールジメタクリレート等が挙げられる。
　その他、アリルメタクリレート、ジアリルフタレート、ジアリルマレート、ジアリルフ
マレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、ビスフェノールＡの
ビス（アクリロイルオキシエチル）エーテル等を用いることができる。
　これらのうち、アリルメタクリレート及びトリアリルシアヌレートが好ましい。
【００３１】
　上記アクリル系ゴム質重合体としては、上記のように、（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル化合物に由来する構造単位を含む共重合体が好ましい。この場合、共重合体を構成
する全ての構造単位の合計を１００質量％とすると、（メタ）アクリル酸アルキルエステ
ル化合物に由来する構造単位の含有量は、好ましくは６０～９９．９９質量％、より好ま
しくは７５～９９．９質量％、更に好ましくは９０～９９．５質量％である。
【００３２】
　また、上記シリコーン系ゴム質重合体は、好ましくは重合性不飽和結合（炭素－炭素二
重結合）を有するポリオルガノシロキサン系重合体であり、下記一般式（１）で表される
構造単位を有するオルガノシロキサン（ｉ）の１種以上と、グラフト交叉剤（ｉｉ）とを
共縮合して得られた変性ポリオルガノシロキサンゴムが特に好ましい。
　　〔Ｒ１

ｎＳｉＯ〕（４－ｎ）／２　　　　　　　（１）
（式中、Ｒ１は置換又は非置換の１価炭化水素基であり、ｎは０～３の整数を示す。Ｒ１

が複数ある場合、互いに同一であっても異なってもよい。）
【００３３】
　上記一般式（１）におけるＲ１、即ち、１価の炭化水素基としては、メチル基、エチル
基、プロピル基、ブチル基等のアルキル基；フェニル基、トリル基等のアリール基；ビニ
ル基、アリル基等のアルケニル基；及び、これら炭化水素基における炭素原子に結合した
水素原子の一部がハロゲン原子、シアノ基等で置換された基；並びにアルキル基の水素原
子の少なくとも１個がメルカプト基で置換された基等が挙げられる。
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【００３４】
　上記オルガノシロキサン（ｉ）は、直鎖状、分岐状又は環状であり、環状構造を有する
ことが好ましい。具体的には、ヘキサメチルシクロトリシロキサン、オクタメチルシクロ
テトラシロキサン、デカメチルシクロペンタシロキサン、ドデカメチルシクロヘキサシロ
キサン、トリメチルトリフェニルシクロトリシロキサン、テトラメチルテトラフェニルシ
クロテトラシロキサン、オクタフェニルシクロテトラシロキサン等が挙げられる。これら
は、単独であるいは２つ以上を組み合わせて用いることができる。
　尚、上記オルガノシロキサン（ｉ）は、上記一般式（１）で表される化合物の１種以上
を用いて、予め縮合された、例えば、重量平均分子量（Ｍｗ）が５００～１０，０００程
度のポリオルガノシロキサンであってもよい。そして、このポリオルガノシロキサンにお
いて、その分子鎖末端が、ヒドロキシル基、アルコキシ基、トリメチルシリル基、メチル
ジフェニルシリル基等の官能基で封止されたポリオルガノシロキサンであってもよい。
【００３５】
　上記グラフト交叉剤（ｉｉ）としては、ビニルメチルジメトキシシラン、ｐ－ビニルフ
ェニルメチルジメトキシシラン、１－（ｐ－ビニルフェニル）メチルジメチルイソプロポ
キシシラン、２－（ｐ－ビニルフェニル）エチレンメチルジメトキシシラン、３－（ｐ－
ビニルフェノキシ）プロピルメチルジエトキシシラン、１－（ｏ－ビニルフェニル）－１
，１，２－トリメチル－２，２－ジメトキシジシラン、アリルメチルジメトキシシラン、
γ－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン等の、炭素－炭素不飽和結合とアル
コキシシリル基とを有する化合物；γ－メルカプトプロピルメチルメチルジメトキシシラ
ン等の、メルカプト基（チオール基）を有するシラン化合物；アミノ基を有するシラン化
合物；テトラビニルテトラメチルシクロシロキサン等が挙げられる。
　上記オルガノシロキサン（ｉ）が、重合性不飽和結合を含む場合、使用するグラフト交
叉剤（ｉｉ）は、重合性不飽和結合を有しても有さなくてもよい。
【００３６】
　上記変性ポリオルガノシロキサンゴムを製造する場合には、オルガノシロキサン（ｉ）
とグラフト交叉剤（ｉｉ）とを、アルキルベンゼンスルホン酸等の乳化剤の存在下、ホモ
ミキサー等を用いて剪断混合し、縮合させる方法等とすることができる。上記グラフト交
叉剤（ｉｉ）の使用量の上限は、上記オルガノシロキサン（ｉ）との合計量を１００質量
％とした場合に、好ましくは５０質量％、より好ましくは１０質量％、更に好ましくは５
質量％である。
　上記変性ポリオルガノシロキサンゴムの製造に際して、耐衝撃性を改良するために、架
橋剤を添加することもできる。架橋剤としては、メチルトリメトキシシラン、フェニルト
リメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン等の３官能性架橋剤、テトラエトキシシラ
ン等の４官能性架橋剤等が挙げられる。架橋剤を用いる場合、その使用量の上限は、オル
ガノシロキサン（ｉ）及びグラフト交叉剤（ｉｉ）の合計量を１００質量部とした場合に
、通常、１０質量部、好ましくは５質量部である。
　上記変性ポリオルガノシロキサンゴムの重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは３０，
０００～１，０００，０００、より好ましくは５０，０００～３００，０００である。こ
の範囲であると、本発明の熱可塑性樹脂組成物における耐衝撃性及び流動性のバランスに
優れる。
【００３７】
　次に、上記ビニル系共重合体部（ＢＸ）は、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位
（ｍｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）を含む樹脂部である。
【００３８】
　上記シアン化ビニル化合物としては、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、エタク
リロニトリル、α－エチルアクリロニトリル、α－イソプロピルアクリロニトリル等が挙
げられる。これらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができ
る。また、これらのうち、アクリロニトリルが好ましい。
【００３９】
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　上記芳香族ビニル化合物は、少なくとも一つのビニル結合と、少なくとも一つの芳香族
環とを有する化合物であれば、特に限定されない。但し、官能基等の置換基を有さないも
のとする。その例としては、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－
メチルスチレン、β－メチルスチレン、エチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン
、ビニルトルエン、ビニルキシレン、ビニルナフタレン等が挙げられる。これらの化合物
は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。また、これらのうち、
スチレン及びα－メチルスチレンが好ましく、スチレンが特に好ましい。
【００４０】
　上記ビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成する構造単位（ｍｘ）及び（ｍｙ）の合計量の
割合は、特に限定されないが、その下限は、剛性及び耐薬品性の観点から、上記ビニル系
共重合体部（ＢＸ）の全体に対して、好ましくは８０質量％、より好ましくは９０質量％
、更に好ましくは１００質量％である。
【００４１】
　上記ビニル系共重合体部（ＢＸ）は、本発明の効果を損なわない限りにおいて、上記構
造単位（ｍｘ）及び（ｍｙ）以外に、更に他の構造単位（以下、「構造単位（ｍｚ）」と
もいう。）を、更に含んでもよい。上記構造単位（ｍｚ）を与える単量体としては、（メ
タ）アクリル酸エステル化合物、マレイミド系化合物、不飽和酸無水物、カルボキシル基
含有不飽和化合物、アミノ基含有不飽和化合物、アミド基含有不飽和化合物、ヒドロキシ
ル基含有不飽和化合物（但し、エステル部がヒドロキシアルキル基を含む（メタ）アクリ
ル酸エステル化合物を除く）、エポキシ基含有不飽和化合物、オキサゾリン基含有不飽和
化合物等が挙げられる。これらは、一種単独であるいは二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００４２】
　上記（メタ）アクリル酸エステル化合物は、（メタ）アクリロイル基を有する化合物で
あれば、特に限定されない。但し、カルボン酸は含まないものとする。その例としては、
エステル部が炭化水素基を含む化合物、エステル部がヒドロキシアルキル基を含む化合物
等が挙げられる。これらの化合物は、単独であるいは二種以上を組み合わせて用いること
ができる。
　エステル部が炭化水素基を含む（メタ）アクリル酸エステル化合物としては、（メタ）
アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メ
タ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソ
ブチル、（メタ）アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔｅｒｔ－ブチル、（
メタ）アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸ｎ－オクチル、（メタ）アクリル酸
２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸フェニル
、（メタ）アクリル酸ベンジル等が挙げられる。
　また、エステル部がヒドロキシアルキル基を含む化合物としては、（メタ）アクリル酸
ヒドロキシメチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－
ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸
２－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸
４－ヒドロキシブチル、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピ
レングリコールモノ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００４３】
　上記マレイミド系化合物としては、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－イソプロ
ピルマレイミド、Ｎ－ブチルマレイミド、Ｎ－ドデシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイ
ミド、Ｎ－（２－メチルフェニル）マレイミド、Ｎ－（４－メチルフェニル）マレイミド
、Ｎ－（２，６－ジメチルフェニル）マレイミド、Ｎ－（２，６－ジエチルフェニル）マ
レイミド、Ｎ－（２－メトキシフェニル）マレイミド、Ｎ－ベンジルマレイミド、Ｎ－（
４－ヒドロキシフェニル）マレイミド、Ｎ－ナフチルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマ
レイミド等が挙げられる。これらのうち、Ｎ－フェニルマレイミドが好ましい。また、こ
れらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。尚、重合
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体鎖に、マレイミド系化合物に由来する構造単位を導入する他の方法としては、例えば、
無水マレイン酸の不飽和ジカルボン酸無水物を共重合し、その後イミド化する方法でもよ
い。
【００４４】
　上記不飽和酸無水物としては、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水シトラコン酸等
が挙げられる。これらの化合物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることが
できる。
　上記カルボキシル基含有不飽和化合物としては、（メタ）アクリル酸、エタクリル酸、
マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、クロトン酸、桂皮酸等が挙げられる。これらの化合
物は、単独であるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。
【００４５】
　上記アミノ基含有不飽和化合物としては、アクリル酸アミノエチル、アクリル酸プロピ
ルアミノエチル、アクリル酸ジメチルアミノメチル、アクリル酸ジエチルアミノメチル、
アクリル酸２－ジメチルアミノエチル、メタクリル酸アミノエチル、メタクリル酸プロピ
ルアミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノメチル、メタクリル酸ジエチルアミノメチ
ル、メタクリル酸２－ジメチルアミノエチル、メタクリル酸フェニルアミノエチル、ｐ－
アミノスチレン、Ｎ－ビニルジエチルアミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、アクリルアミ
ン、メタクリルアミン、Ｎ－メチルアクリルアミン等が挙げられる。これらの化合物は、
単独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
　上記アミド基含有不飽和化合物としては、アクリルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド
、メタクリルアミド、Ｎ－メチルメタクリルアミド等が挙げられる。これらの化合物は、
単独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４６】
　上記ヒドロキシル基含有不飽和化合物としては、ｏ－ヒドロキシスチレン、ｍ－ヒドロ
キシスチレン、ｐ－ヒドロキシスチレン、ｏ－ヒドロキシ－α－メチルスチレン、ｍ－ヒ
ドロキシ－α－メチルスチレン、ｐ－ヒドロキシ－α－メチルスチレン、２－ヒドロキシ
メチル－α－メチルスチレン、３－ヒドロキシメチル－α－メチルスチレン、４－ヒドロ
キシメチル－α－メチルスチレン、４－ヒドロキシメチル－１－ビニルナフタレン、７－
ヒドロキシメチル－１－ビニルナフタレン、８－ヒドロキシメチル－１－ビニルナフタレ
ン、４－ヒドロキシメチル－１－イソプロペニルナフタレン、７－ヒドロキシメチル－１
－イソプロペニルナフタレン、８－ヒドロキシメチル－１－イソプロペニルナフタレン、
ｐ－ビニルベンジルアルコール、３－ヒドロキシ－１－プロペン、４－ヒドロキシ－１－
ブテン、シス－４－ヒドロキシ－２－ブテン、トランス－４－ヒドロキシ－２－ブテン、
３－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロペン等が挙げられる。これらの化合物は、単独で
あるいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。
【００４７】
　上記エポキシ基含有不飽和化合物としては、（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）
アクリル酸３，４－オキシシクロヘキシル、ビニルグリシジルエーテル、アリルグリシジ
ルエーテル、メタリルグリシジルエーテル等が挙げられる。これらの化合物は、単独であ
るいは二つ以上を組み合わせて用いることができる。
　上記オキサゾリン基含有不飽和化合物としては、ビニルオキサゾリン、４－メチル－２
－ビニル－２－オキサゾリン、５－メチル－２－ビニル－２－オキサゾリン、２－ビニル
－４，４－ジメチル－２－オキサゾリン、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、４－
メチル－２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、５－メチル－２－イソプロペニル－２
－オキサゾリン、２－イソプロペニル－４，４－ジメチル－２－オキサゾリン等が挙げら
れる。
【００４８】
　上記構造単位（ｍｚ）を与える単量体としては、（メタ）アクリル酸エステル化合物及
びマレイミド系化合物が好ましい。
【００４９】
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　上記成分〔Ｂ〕は、いずれも、構造単位（ｍｘ）及び（ｍｙ）を含む三種のゴム質重合
体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）からなる混合樹脂である。こ
れらのゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）は、構造単
位（ｍｘ）及び（ｍｙ）を含むが、成分〔Ｂ〕が、他のビニル系単量体に由来する構造単
位（ｍｚ）を含む場合には、この構造単位（ｍｚ）は、全てのゴム質重合体強化ビニル系
樹脂に含まれていてよいし、いずれか一つ又は二つのみに含まれていてもよい。
【００５０】
　本発明において、上記成分〔Ｂ〕を構成するゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）
、（Ｂ－２）又は（Ｂ－３）の好ましい例は、以下の通りである。
（１）ジエン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重合体部又はシリコーン系ゴム質重合
体部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由
来する構造単位（ｍｙ）からなるビニル系共重合体部（ＢＸ）とを有するゴム質重合体強
化ビニル系樹脂
（２）ジエン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重合体部又はシリコーン系ゴム質重合
体部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）、芳香族ビニル化合物に由来
する構造単位（ｍｙ）及びマレイミド系化合物に由来する構造単位からなるビニル系共重
合体部（ＢＸ）とを有するゴム質重合体強化ビニル系樹脂
（３）ジエン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重合体部又はシリコーン系ゴム質重合
体部と、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）、芳香族ビニル化合物に由来
する構造単位（ｍｙ）及び（メタ）アクリル酸エステル化合物に由来する構造単位からな
るビニル系共重合体部（ＢＸ）とを有するゴム質重合体強化ビニル系樹脂
【００５１】
　尚、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）は、そ
の二つ又は三つが、上記（１）～（３）の中の同じ態様の樹脂であってよいし、全てが異
なる樹脂、即ち、上記（１）～（３）の全てを含む樹脂であってもよい。また、上記ゴム
質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）において、構造単位（
ｍｘ）の種類は、同一であってよいし、異なってもよい。構造単位（ｍｙ）の種類もまた
、同一であってよいし、異なってもよい。構造単位（ｍｚ）の種類もまた、同一であって
よいし、異なってもよい。
【００５２】
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）のビニル系共重合体部を構成するビニル
系共重合体は、構造単位（ｍｘ）を、５質量％以上ｓ１質量％以下で含み、上記のように
、構造単位（ｍｘ）及び（ｍｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単位（ｍｘ）、
（ｍｙ）及び（ｍｚ）からなる共重合体であってもよい。また、上記のように、このビニ
ル系共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｍｘ）の所定量を含む共重合
体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重合体からなる
場合であって、５≦ｓ１１＜ｓ１２≦ｓ１とした場合、構造単位（ｍｘ）をｓ１１質量％
含む共重合体と、構造単位（ｍｘ）をｓ１２質量％含む共重合体と、からなるビニル系共
重合体部を含むゴム質重合体強化ビニル系樹脂を用いることができる。
　ｓ１は、好ましくは１０～３０質量％、より好ましくは１５～３０質量％、更に好まし
くは１７～２８質量％、特に好ましくは２２～２８質量％である。構造単位（ｍｘ）の含
有量が５質量％以上ｓ１質量％以下である共重合体を二種以上含む場合、「ゴム質重合体
強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）のビニル系共重合体部を構成するビニル系共重合体に含まれ
る構造単位（ｍｘ）の含有量」として示す値は、ビニル系共重合体部を構成する各ビニル
系共重合体に含まれる構造単位（ｍｘ）の含有量から算出された平均値である。
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－２）のビニル系共重合体部を構成するビニル
系共重合体は、構造単位（ｍｘ）を、ｓ１質量％を超えてｓ２質量％以下で含む、構造単
位（ｍｘ）及び（ｍｙ）を含む共重合体であり、上記のように、構造単位（ｍｘ）及び（
ｍｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単位（ｍｘ）、（ｍｙ）及び（ｍｚ）から
なる共重合体であってもよい。また、上記のように、このビニル系共重合体部を構成する
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ビニル系共重合体は、構造単位（ｍｘ）の所定量を含む共重合体の少なくとも一種からな
るものとすることができる。例えば、二種の共重合体からなる場合であって、ｓ１＜ｓ２

１＜ｓ２２≦ｓ２とした場合、構造単位（ｍｘ）をｓ２１質量％含む共重合体と、構造単
位（ｍｘ）をｓ２２質量％含む共重合体と、からなるビニル系共重合体部を含むゴム質重
合体強化ビニル系樹脂を用いることができる。
　ｓ２は、好ましくは１５～４５質量％、より好ましくは２０～４２質量％、更に好まし
くは２２～４０質量％、より更に好ましくは２５～３５質量％、特に好ましくは２７～３
３質量％である。構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ１質量％を超えてｓ２質量％以下である
ビニル系共重合体を二種以上含む場合、「ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－２）のビ
ニル系共重合体部を構成する共重合体に含まれる構造単位（ｍｘ）の含有量」として示す
値は、ビニル系共重合体部を構成する各ビニル系共重合体に含まれる構造単位（ｍｘ）の
含有量から算出された平均値である。
　また、本発明において、耐衝撃性及び成形品の外観性のバランスの効果が顕著となるこ
とから、ｓ１及びｓ２の関係は、（ｓ２－ｓ１）≧３（質量％）であり、好ましくは（ｓ

２－ｓ１）≧４（質量％）、より好ましくは（ｓ２－ｓ１）≧４．５（質量％）である。
但し、通常、（ｓ２－ｓ１）≦１０（質量％）、好ましくは（ｓ２－ｓ１）≦９（質量％
）、更に好ましくは（ｓ２－ｓ１）≦７（質量％）である。（ｓ２－ｓ１）＜３（質量％
）では、本発明の効果が十分に得られない。
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－３）のビニル系共重合体部を構成するビニル
系共重合体は、構造単位（ｍｘ）を、ｓ２質量％を超えて６０質量％以下で、好ましくは
ｓ２質量％を超えて６０質量％以下で含む共重合体であり、上記のように、構造単位（ｍ
ｘ）及び（ｍｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単位（ｍｘ）、（ｍｙ）及び（
ｍｚ）からなる共重合体であってもよい。また、上記のように、このビニル系共重合体部
を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｍｘ）の所定量を含む共重合体の少なくとも
一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重合体からなる場合であって、
ｓ２＜ｓ３１＜ｓ３２≦６０とした場合、構造単位（ｍｘ）をｓ３１質量％含む共重合体
と、構造単位（ｍｘ）をｓ３２質量％含む共重合体と、からなるビニル系共重合体部を含
むゴム質重合体強化ビニル系樹脂を用いることができる。
　構造単位（ｍｘ）の含有量がｓ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共重合
体を二種以上含む場合、「ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－３）のビニル系共重合体
部を構成する共重合体に含まれる構造単位（ｍｘ）の含有量」として示す値は、ビニル系
共重合体部を構成する各ビニル系共重合体に含まれる構造単位（ｍｘ）の含有量から算出
された平均値である。
【００５３】
　上記成分〔Ｂ〕を構成するゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び
（Ｂ－３）の含有割合は、耐衝撃性及び成形品の外観性の観点から、これらの合計を１０
０質量％とした場合に、それぞれ、１～９５質量％、１～９８質量％及び０．１～９０質
量％であり、好ましくは３～９０質量％、５～９０質量％及び２～７０質量％、より好ま
しくは７～６５質量％、２０～８０質量％及び３～５５質量％、更に好ましくは１０～５
０質量％、３０～７０質量％及び４～４０質量％である。
　また、組成物の成形加工性（流動性）及び耐衝撃性が顕著となるのは、ｓ１が１５～３
０質量％であり、ｓ２が２２～４０質量％であり、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（
Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の含有割合が、これらの合計を１００質量％とした
場合に、それぞれ、好ましくは３～９０質量％、５～９０質量％及び２～７０質量％、よ
り好ましくは７～６５質量％、２０～８０質量％及び３～５５質量％、更に好ましくは１
０～５０質量％、３０～７０質量％及び４～４０質量％の組合せである。
【００５４】
　また、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）に含
まれるビニル系共重合体部（ＢＸ）の全量に対する、構造単位（ｍｘ）の合計量の含有割
合（平均値）は、剛性及び耐薬品性の観点から、好ましくは５～６０質量％、より好まし
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くは１０～４５質量％、更に好ましくは１５～３５質量％である。
【００５５】
　上記成分〔Ｂ〕に含まれるビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成する構造単位（ｍｘ）及
び（ｍｙ）の含有割合、即ち、上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２
）及び（Ｂ－３）に含まれる全てのビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成する構造単位（ｍ
ｘ）及び（ｍｙ）の含有割合（平均値）は、組成物の成形加工性（流動性）、耐熱性、耐
薬品性及び機械的強度の観点から、これらの合計を１００質量％とした場合、それぞれ、
好ましくは５～５０質量％及び５０～９５質量％、より好ましくは１０～４０質量％及び
６０～９０質量％、更に好ましくは１５～３５質量％及び６５～８５質量％である。
【００５６】
　上記成分〔Ｂ〕は、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－
３）からなる混合樹脂であるので、その調製に際しては、予め、準備した三種の樹脂を混
合する方法、後述のパワーフィード法により三種の樹脂を含む混合樹脂を得る方法、等と
することができる。尚、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂は、ジエン系ゴム質重合体、アク
リル系ゴム質重合体及びシリコーン系ゴム質重合体から選ばれた少なくとも一種の存在下
、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体（以下、「ビニル
系単量体（ｂｍ）」という）を重合（グラフト重合）することにより得られたゴム強化樹
脂（以下、「ゴム強化樹脂（ＢＲ）」という）に含まれるので、ゴム質重合体強化ビニル
系樹脂を製造する場合、通常、この方法が適用される。
【００５７】
　上記ゴム強化樹脂（ＢＲ）を製造するために、ゴム質重合体の存在下に、ビニル系単量
体（ｂｍ）を重合（グラフト重合）する方法としては、乳化重合、懸濁重合、溶液重合、
塊状重合、又は、これらを組み合わせた重合法とすることができる。
【００５８】
　乳化重合を行う場合には、重合開始剤、連鎖移動剤（分子量調節剤）、乳化剤、水等が
用いられる。
【００５９】
　上記重合開始剤としては、有機過酸化物、アゾ系化合物、無機過酸化物、レドックス型
重合開始剤等が挙げられる。
【００６０】
　上記有機過酸化物としては、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ア
ミル－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチル－ｔｅｒｔ－ヘキシルパーオ
キサイド、ｔｅｒｔ－アミル－ｔｅｒｔ－ヘキシルパーオキサイド、ジ（ｔｅｒｔ－ヘキ
シル）パーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイド、３，３，５－トリメチルシク
ロヘキサノンパーオキサイド、メチルシクロヘキサノンパーオキサイド、１，１－ビス（
ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス
（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔｅｒｔ
－ブチルパーオキシ）バレレート、クメンハイドロパーオキサイド、２，５－ジメチルヘ
キサン－２，５－ジハイドロパーオキサイド、１，３－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキ
シ）－ｍ－イソプロピル）ベンゼン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチル
パーオキシ）ヘキサン、ジイソプロピルベンゼンパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルクミ
ルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ベンゾイル
パーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルパーオ
キシラウレイト、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシモノカーボネート、ビス（ｔｅｒｔ－ブチ
ルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシベンゾエー
ト、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン等が挙げられる。
【００６１】
　上記アゾ系化合物としては、２，２′－アゾビス（イソブチロニトリル）、１，１－ア
ゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、アゾクメン、２，２′－アゾビス（２
－メチルブチロニトリル）、２，２′－アゾビスジメチルバレロニトリル、４，４′－ア
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ゾビス（４－シアノ吉草酸）、２－（ｔｅｒｔ－ブチルアゾ）－２－シアノプロパン、２
，２′－アゾビス（２，４，４－トリメチルペンタン）、２，２′－アゾビス（２－メチ
ルプロパン）、ジメチル２，２′－アゾビス（２－メチルプロピオネート）等が挙げられ
る。
【００６２】
　上記無機過酸化物としては、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸アンモニウム
等が挙げられる。
　また、上記レドックス型重合開始剤としては、亜硫酸ナトリウム、チオ硫酸ナトリウム
、ナトリウムホルムアルデヒドスルホキシレート、アスコルビン酸、硫酸第一鉄等を還元
剤とし、ペルオキソ二硫酸カリウム、過酸化水素、クメンハイドロパーオキサイド、ｔｅ
ｒｔ－ブチルハイドロパーオキサイド等を酸化剤としたものを用いることができる。
【００６３】
　上記連鎖移動剤としては、オクチルメルカプタン、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔｅｒ
ｔ－ドデシルメルカプタン、ｎ－ヘキシルメルカプタン、ｎ－ヘキサデシルメルカプタン
、ｎ－テトラデシルメルカプタン、ｔｅｒｔ－テトラデシルメルカプタン等のメルカプタ
ン類；ターピノーレン類、α－メチルスチレンのダイマー等が挙げられる。これらは、一
種単独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００６４】
　上記乳化剤としては、アニオン系界面活性剤及びノニオン系界面活性剤が挙げられる。
アニオン系界面活性剤としては、高級アルコールの硫酸エステル；ドデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム等のアルキルベンゼンスルホン酸塩；ラウリル硫酸ナトリウム等の脂肪
族スルホン酸塩；高級脂肪族カルボン酸塩、脂肪族リン酸塩等が挙げられる。また、ノニ
オン系界面活性剤としては、ポリエチレングリコールのアルキルエステル型化合物、アル
キルエーテル型化合物等が挙げられる。これらは、一種単独であるいは二種以上を組み合
わせて用いることができる。
【００６５】
　乳化重合の際の製造条件は、特に限定されない。重合開始剤又は連鎖移動剤は、反応系
に一括して、又は、連続的に供給することができる。
　乳化重合により得られたラテックスに対しては、通常、凝固剤による樹脂成分の凝固が
行われ、粉体等とされる。その後、水洗等によって精製し、乾燥して回収される。凝固に
際しては、従来、公知の凝固剤が用いられ、塩化カルシウム、硫酸マグネシウム、塩化マ
グネシウム、塩化ナトリウム等の無機塩；硫酸、塩酸等の無機酸；酢酸、乳酸等の有機酸
等が用いられる。
【００６６】
　上記の各ゴム質重合体を用いたグラフト重合により製造されたゴム強化樹脂（ＢＲ）は
、主として、グラフト樹脂（ジエン系グラフト樹脂、アクリル系グラフト樹脂又はシリコ
ーン系グラフト樹脂）であるジエン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を含み、更に、ゴム
質重合体そのものや、ゴム質重合体部に化学的に結合していない、ビニル系単量体（ｂｍ
）に由来する構造単位を含むビニル系共重合体（シアン化ビニル・芳香族ビニル系共重合
体）とが含まれる。後者のビニル系共重合体（シアン化ビニル・芳香族ビニル系共重合体
）は、他の熱可塑性樹脂（後述）に含まれる。
【００６７】
　一方、パワーフィード法を用いる場合には、ゴム質重合体の存在下、シアン化ビニル化
合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体（ｂｍ）をグラフト重合するに際し、
シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物の仕込み量を、それぞれ、質量比で、５～
２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６０：７３～４０から５
～２５：９５～７５へと変化させつつ、グラフト重合することが好ましい。この方法によ
り得られたゴム強化樹脂は、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び
（Ｂ－３）を含有するので、全体として、ゴム質重合体部に対するビニル系共重合体部（
ＢＸ）の構成（種類及び割合）が広い分布となっている。
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【００６８】
　尚、上記ビニル系単量体（ｂｍ）が、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物以
外に、更に他の単量体を含む場合、上記シアン化ビニル化合物並びに（芳香族ビニル化合
物及び他のビニル系単量体の混合物）の仕込み量を、それぞれ、質量比で、５～２５：９
５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６０：７３～４０から５～２５：
９５～７５へと変化させつつ、グラフト重合することが好ましい。
【００６９】
　上記グラフト重合により製造されたゴム強化樹脂（ＢＲ）に含まれるゴム質重合体強化
ビニル系樹脂におけるグラフト率は、耐衝撃性及び成形加工性の観点から、好ましくは１
０～１５０％であり、より好ましくは２５～１２０％、更に好ましくは３５～１００％で
ある。
【００７０】
　上記グラフト率は、下記式により求めることができる。
　　グラフト率（％）＝｛（Ｓ－Ｔ）／Ｔ｝×１００
　上記式中、Ｓはゴム強化樹脂（ＢＲ）１グラムをアセトン２０ｍｌに投入し、２５℃の
温度条件下で、振とう機により２時間振とうした後、５℃の温度条件下で、遠心分離機（
回転数；２３，０００ｒｐｍ）で１時間遠心分離し、不溶分と可溶分とを分離して得られ
る不溶分の質量（ｇ）であり、Ｔはゴム強化樹脂（ＢＲ）１グラムに含まれるゴム質重合
体の質量（ｇ）である。ゴム質重合体の質量は、重合処方及び重合転化率から算出する方
法、赤外分光分析、熱分解ガスクロマトグラフィー、ＣＨＮ元素分析等により得ることが
できる。
【００７１】
　上記ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）は、ビニル
系共重合体部（ＢＸ）における構造単位（ｍｘ）の含有割合が互いに異なるグラフト樹脂
であり、ゴム強化樹脂（ＢＲ）の合成処方と、重合転化率、ゴム質重合体部に化学的に結
合していない、ビニル系単量体（ｂｍ）に由来する構造単位を含むビニル系共重合体及び
未反応原料の割合等を利用し、実質的にビニル系共重合体部（ＢＸ）と同じ構成である、
ゴム質重合体部に化学的に結合していない、ビニル系単量体（ｂｍ）に由来する構造単位
を含むビニル系共重合体を、液体クロマトグラフィーに供することにより、ビニル系共重
合体部（ＢＸ）を構成するビニル系共重合体（構造単位（ｍｘ）を含む共重合体）の分布
を得て、５～６０質量％の間で構造単位（ｍｘ）の含有量ｔ１及びｔ２を設定することに
より、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の割合を決
定することができる。ゴム強化樹脂（ＢＲ）の製造において、パワーフィード法等の、ビ
ニル系単量体（ｂｍ）の多段階添加法を適用した場合には、一定時間ごとにサンプリング
して、反応系の組成を把握することが好ましい。
　尚、予め、ゴム質重合体部の種類により、その分解又は除去を行った後、液体クロマト
グラフィーに供することもできる。
【００７２】
　以下、上記成分〔Ｂ〕がジエン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂からなる場合に、全て
のビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成するビニル系共重合体（構造単位（ｍｘ）を含む共
重合体）の分布を求める方法について、説明する。
　約０．４ｇの成分〔Ｂ〕を入れた容器に、酢酸エチル２０ｍＬ及びメタノール２０ｍＬ
を加えて撹拌する。次いで、容器をドライアイス／エタノール中に浸漬して冷却した状態
で、容器内にオゾンガスを通気して、ジエン系ゴムを分解させる。分解反応の終了は、容
器内の液中における過剰のオゾンによる青色の呈色により判断することができる。その後
、室温条件下、容器内の液中の青色が消失するまで窒素ガスを供給する。次いで、容器を
氷水中に浸漬し、水素化ホウ素ナトリウム０．５ｇを加えて１時間撹拌し、酢酸を滴下す
る。酢酸の滴下により気泡が発生するので、気泡発生が終了するまで酢酸を添加する（約
２ｍＬ）。その後、メタノール２０ｍＬを加えて１時間撹拌した後、減圧下、５ｍＬ程度
にまで濃縮する。得られた濃縮液を、メチルエチルケトン１００ｍＬに溶解させ、細孔径
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１μｍのフッ素樹脂製フィルターを用いて濾別し、沈殿物を回収する。この沈殿物を乾燥
した後、秤量すると、ジエン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及
び（Ｂ－３）における各ビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成するビニル系共重合体の合計
質量が得られる。
　次いで、上記沈殿物を、ｎ－ヘプタン、１，２－ジクロロエタン、アセトニトリル等を
用いた液体クロマトグラフィーのグラジエント分析に供すると、構造単位（ｍｘ）の割合
を横軸とし、特定量の構造単位（ｍｘ）を含む共重合体（ビニル系共重合体部（ＢＸ）を
構成するビニル系共重合体）の量を縦軸とする分布を得ることができる。
【００７３】
　上記のように、グラフト重合によれば、ゴム質重合体部に化学的に結合していないビニ
ル系共重合体が形成されるので、パワーフィード法を適用した場合にも、同様のビニル系
共重合体が得られる。パワーフィード法の場合には、後述する成分〔Ｄ〕（他の熱可塑性
樹脂）に相当する、互いに、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位の含有割合が異な
る、三種のビニル系共重合体が得られることがある。
【００７４】
　上記成分〔Ｃ〕は、特定の三種のエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル
系樹脂、即ち、構造単位（ｎｘ）の含有量が５質量％以上ｔ１質量％以下であるビニル系
共重合体部及びエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部を備えるエチレン・α－オレ
フィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）と、構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ１

質量％を超えてｔ２質量％以下であるビニル系共重合体部及びエチレン・α－オレフィン
系ゴム質重合体部を備えるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（
Ｃ－２）と、構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニ
ル系共重合体部及びエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部を備えるエチレン・α－
オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－３）とからなる混合樹脂であり、三種
いずれの樹脂も、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部と、シアン化ビニル化合物
に由来する構造単位（ｎｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）を
含むビニル系共重合体部とを備えるゴム質重合体強化ビニル系樹脂であり、エチレン・α
－オレフィン系ゴム質重合体部と、ビニル系共重合体部とが化学的に結合して複合化した
ものである。そして、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（
Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）は、互いに、構造単位（ｎｘ）の含有量が異なる樹
脂であり、順次、構造単位（ｎｘ）の含有量が多くなっている樹脂である。
【００７５】
　上記成分〔Ｃ〕を構成する、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部及びビニル系
共重合体部（ＣＸ）の含有割合（平均値）は、特に限定されないが、軋み音の低減効果、
耐衝撃性及び成形品の外観性の観点から、両者の合計を１００質量％とした場合に、好ま
しくは１０～９０質量％及び１０～９０質量％、より好ましくは２０～８０質量％及び２
０～８０質量％、更に好ましくは３５～７５質量％及び２５～６５質量％である。
【００７６】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体は、２５℃でゴム質であり、エチレンに
由来する構造単位と、α－オレフィンに由来する構造単位とを含む共重合体であれば、特
に限定されない。
　α－オレフィンとしては、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４
－メチル－１－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１
－ヘキサデセン、１－エイコセン等が挙げられる。これらのα－オレフィンは、単独で又
は二種以上を組み合わせて用いることができる。α－オレフィンの炭素原子数は、軋み音
の低減効果及び耐衝撃性の観点から、好ましくは３～２０、より好ましくは３～１２、更
に好ましくは３～８である。
【００７７】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部に含まれる、エチレンに由来する構造
単位及びα－オレフィンに由来する構造単位の含有割合は、軋み音の低減効果及び耐衝撃
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性の観点から、両者の合計を１００質量％とした場合に、好ましくは５～９５質量％及び
５～９５質量％、より好ましくは５０～９５質量％及び５～５０質量％、更に好ましくは
６０～９５質量％及び５～４０質量％である。
【００７８】
　本発明において、好ましいエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部は、Ｔｍが０℃
～１００℃の範囲にあるエチレン・α－オレフィン系共重合体に由来し、その限りにおい
て、他の単量体に由来する構造単位を含んでもよい。他の単量体としては、アルケニルノ
ルボルネン類、環状ジエン類、脂肪族ジエン類等の非共役ジエン化合物が挙げられ、好ま
しくは５－エチリデン－２－ノルボルネン及びジシクロペンタジエンである。これらの非
共役ジエン化合物は、単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。他の単量
体に由来する構造単位の含有割合の上限は、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合
体部の全体に対して、好ましくは１０質量％、より好ましくは５質量％、更に好ましくは
３質量％である。
【００７９】
　Ｔｍが０℃～１００℃の範囲にあるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体を用いる
ことにより、軋み音の低減効果を得ることができる。尚、上記エチレン・α－オレフィン
系ゴム質重合体のＴｍは、より好ましくは１０℃～９０℃、更に好ましくは２０℃～８０
℃であり、Ｔｍが２０℃～８０℃であるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体を含む
場合は、軋み音の低減効果がより一層優れると共に、耐衝撃性が更に優れて好ましい。エ
チレン・α－オレフィン系ゴム質重合体のＴｍが０℃～１００℃の範囲に存在することは
、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体が結晶性成分を有することを意味する。エチ
レン・α－オレフィン系ゴム質重合体中に結晶性部分が存在すると、スティックスリップ
現象の発生が抑制されるため、発生する軋み音が低減されるものと考えられる。
【００８０】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部は、軋み音低減の観点から、エチレン
に由来する構造単位と、α－オレフィンに由来する構造単位とからなるエチレン・α－オ
レフィン共重合体に由来することが好ましい。中でも、エチレン・プロピレン共重合体、
エチレン・１－ブテン共重合体、エチレン・１－オクテン共重合体が好ましく、エチレン
・プロピレン共重合体が特に好ましい。
【００８１】
　次に、上記ビニル系共重合体部（ＣＸ）は、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位
（ｎｘ）、及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）を含む樹脂部である。
【００８２】
　上記ビニル系共重合体部（ＣＸ）を構成する構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）の合計量の
割合は、特に限定されないが、その下限は、剛性及び耐薬品性の観点から、上記ビニル系
共重合体部（ＣＸ）の全体に対して、好ましくは８０質量％、より好ましくは９０質量％
、更に好ましくは１００質量％である。
【００８３】
　上記ビニル系共重合体部（ＣＸ）は、本発明の効果を損なわない限りにおいて、上記構
造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）以外に、更に他の構造単位（以下、「構造単位（ｎｚ）」と
もいう。）を、更に含んでもよい。上記構造単位（ｎｚ）を与える単量体としては、（メ
タ）アクリル酸エステル化合物、マレイミド系化合物、不飽和酸無水物、カルボキシル基
含有不飽和化合物、アミノ基含有不飽和化合物、アミド基含有不飽和化合物、ヒドロキシ
ル基含有不飽和化合物（但し、エステル部がヒドロキシアルキル基を含む（メタ）アクリ
ル酸エステル化合物を除く）、エポキシ基含有不飽和化合物、オキサゾリン基含有不飽和
化合物等が挙げられる。これらは、一種単独であるいは二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００８４】
　上記ビニル系共重合体部（ＣＸ）の形成に用いられるビニル系単量体としては、上記ビ
ニル系共重合体部（ＢＸ）の形成に用いられるシアン化ビニル化合物、芳香族ビニル化合
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物、（メタ）アクリル酸エステル化合物、マレイミド系化合物、不飽和酸無水物、カルボ
キシル基含有不飽和化合物、アミノ基含有不飽和化合物、アミド基含有不飽和化合物、ヒ
ドロキシル基含有不飽和化合物、エポキシ基含有不飽和化合物、オキサゾリン基含有不飽
和化合物等において、例示した化合物を用いることができる。各化合物は、一種単独であ
るいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
　上記シアン化ビニル化合物としては、アクリロニトリルが好ましく、芳香族ビニル化合
物としては、スチレンが好ましい。
　また、上記構造単位（ｎｚ）を与える単量体としては、（メタ）アクリル酸エステル化
合物及びマレイミド系化合物が好ましい。
【００８５】
　上記成分〔Ｃ〕は、いずれも、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）を含む三種のエチレン・
α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）
からなる混合樹脂である。これらのエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル
系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）は、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）を含む
が、成分〔Ｃ〕が、他のビニル系単量体に由来する構造単位（ｎｚ）を含む場合には、こ
の構造単位（ｎｚ）は、全てのエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹
脂に含まれていてよいし、いずれか一つ又は二つのみに含まれていてもよい。
【００８６】
　本発明において、上記成分〔Ｃ〕を構成するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体
強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）又は（Ｃ－３）の好ましい例は、以下の通りで
ある。
（１）エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部と、シアン化ビニル化合物に由来する
構造単位（ｎｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）からなるビニル系
共重合体部（ＣＸ）とを有するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹
脂
（２）エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部と、シアン化ビニル化合物に由来する
構造単位（ｎｘ）、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）及びマレイミド系化
合物に由来する構造単位からなるビニル系共重合体部（ＣＸ）とを有するエチレン・α－
オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂
（３）エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部と、シアン化ビニル化合物に由来する
構造単位（ｎｘ）、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）及び（メタ）アクリ
ル酸エステル化合物に由来する構造単位からなるビニル系共重合体部（ＣＸ）とを有する
エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂
【００８７】
　尚、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ
－２）及び（Ｃ－３）は、その二つ又は三つが、上記（１）～（３）の中の同じ態様の樹
脂であってよいし、全てが異なる樹脂、即ち、上記（１）～（３）の全てを含む樹脂であ
ってもよい。また、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ
－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）において、構造単位（ｎｘ）の種類は、同一であって
よいし、異なってもよい。構造単位（ｎｙ）の種類もまた、同一であってよいし、異なっ
てもよい。構造単位（ｎｚ）の種類もまた、同一であってよいし、異なってもよい。
【００８８】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）のビニル系
共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｎｘ）を、５質量％以上ｔ１質量
％以下で含み、上記のように、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）からなる共重合体であって
よいし、構造単位（ｎｘ）、（ｎｙ）及び（ｎｚ）からなる共重合体であってもよい。ま
た、上記のように、このビニル系共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（
ｎｘ）の所定量を含む共重合体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例え
ば、二種の共重合体からなる場合であって、５≦ｔ１１＜ｔ１２≦ｔ１とした場合、構造
単位（ｎｘ）をｔ１１質量％含む共重合体と、構造単位（ｎｘ）をｔ１２質量％含む共重
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合体と、からなるビニル系共重合体部を含むエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強
化ビニル系樹脂を用いることができる。
　ｔ１は、好ましくは１０～３０質量％、より好ましくは１５～３０質量％、更に好まし
くは１７～２８質量％、特に好ましくは２２～２８質量％である。構造単位（ｎｘ）の含
有量が５質量％以上ｔ１質量％以下である共重合体を二種以上含む場合、「エチレン・α
－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）のビニル系共重合体部を構成す
るビニル系共重合体に含まれる構造単位（ｎｘ）の含有量」として示す値は、ビニル系共
重合体部を構成する各ビニル系共重合体に含まれる構造単位（ｎｘ）の含有量から算出さ
れた平均値である。
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－２）のビニル系
共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｎｘ）を、ｔ１質量％を超えてｔ

２質量％以下で含む、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）を含む共重合体であり、上記のよう
に、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単位（ｎｘ）
、（ｎｙ）及び（ｎｚ）からなる共重合体であってもよい。また、上記のように、このビ
ニル系共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｎｘ）の所定量を含む共重
合体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重合体からな
る場合であって、ｔ１＜ｔ２１＜ｔ２２≦ｔ２とした場合、構造単位（ｎｘ）をｔ２１質
量％含む共重合体と、構造単位（ｎｘ）をｔ２２質量％含む共重合体と、からなるビニル
系共重合体部を含むエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を用いる
ことができる。
　ｔ２は、好ましくは１５～４５質量％、より好ましくは２０～４２質量％、更に好まし
くは２２～４０質量％、より更に好ましくは２５～３５質量％、特に好ましくは２７～３
３質量％である。構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ１質量％を超えてｔ２質量％以下である
ビニル系共重合体を二種以上含む場合、「エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化
ビニル系樹脂（Ｃ－２）のビニル系共重合体部を構成する共重合体に含まれる構造単位（
ｎｘ）の含有量」として示す値は、ビニル系共重合体部を構成する各ビニル系共重合体に
含まれる構造単位（ｎｘ）の含有量から算出された平均値である。
　また、本発明において、軋み音の低減効果、耐衝撃性及び成形品の外観性のバランスの
効果が顕著となることから、ｔ１及びｔ２の関係は、（ｔ２－ｔ１）≧３（質量％）であ
り、好ましくは（ｔ２－ｔ１）≧４（質量％）、より好ましくは（ｔ２－ｔ１）≧４．５
（質量％）である。但し、通常、（ｔ２－ｔ１）≦１０（質量％）、好ましくは（ｔ２－
ｔ１）≦９（質量％）、更に好ましくは（ｔ２－ｔ１）≦７（質量％）である。（ｔ２－
ｔ１）＜３（質量％）では、本発明の効果が十分に得られない。
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－３）のビニル系
共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｎｘ）を、ｔ２質量％を超えて６
０質量％以下で、好ましくはｔ２質量％を超えて６０質量％以下で含む共重合体であり、
上記のように、構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単
位（ｎｘ）、（ｎｙ）及び（ｎｚ）からなる共重合体であってもよい。また、上記のよう
に、このビニル系共重合体部を構成するビニル系共重合体は、構造単位（ｎｘ）の所定量
を含む共重合体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重
合体からなる場合であって、ｔ２＜ｔ３１＜ｔ３２≦６０とした場合、構造単位（ｎｘ）
をｔ３１質量％含む共重合体と、構造単位（ｎｘ）をｔ３２質量％含む共重合体と、から
なるビニル系共重合体部を含むエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹
脂を用いることができる。
　構造単位（ｎｘ）の含有量がｔ２質量％を超えて６０質量％以下であるビニル系共重合
体を二種以上含む場合、「エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（
Ｃ－３）のビニル系共重合体部を構成する共重合体に含まれる構造単位（ｎｘ）の含有量
」として示す値は、ビニル系共重合体部を構成する各ビニル系共重合体に含まれる構造単
位（ｎｘ）の含有量から算出された平均値である。
【００８９】
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　上記成分〔Ｃ〕を構成するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂
（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）の含有割合は、軋み音の低減効果、耐衝撃性及び
成形品の外観性の観点から、これらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、１～
９５質量％、１～９８質量％及び０．１～９０質量％であり、好ましくは３～９０質量％
、５～９０質量％及び２～７０質量％、より好ましくは７～６５質量％、２０～８０質量
％及び３～５５質量％、更に好ましくは１０～５０質量％、３０～７０質量％及び５～４
０質量％である。
　また、組成物の成形加工性（流動性）、軋み音の低減効果及び耐衝撃性が顕著となるの
は、ｔ１が１５～３０質量％であり、ｔ２が２２～４０質量％であり、上記エチレン・α
－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）の
含有割合が、これらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、好ましくは３～９０
質量％、５～９０質量％及び２～７０質量％、より好ましくは７～６５質量％、２０～８
０質量％及び３～５５質量％、更に好ましくは１０～５０質量％、３０～７０質量％及び
５～４０質量％の組合せである。
【００９０】
　また、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（
Ｃ－２）及び（Ｃ－３）に含まれるビニル系共重合体部（ＣＸ）の全量に対する、構造単
位（ｎｘ）の合計量の含有割合（平均値）は、剛性及び耐薬品性の観点から、好ましくは
５～６０質量％、より好ましくは１０～４５質量％、更に好ましくは１５～３５質量％で
ある。
【００９１】
　上記成分〔Ｃ〕に含まれるビニル系共重合体部（ＣＸ）を構成する構造単位（ｎｘ）及
び（ｎｙ）の含有割合、即ち、上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル
系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）に含まれる全てのビニル系共重合体部（Ｃ
Ｘ）を構成する構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）の含有割合（平均値）は、組成物の成形加
工性（流動性）、耐熱性、耐薬品性及び機械的強度の観点から、これらの合計を１００質
量％とした場合、それぞれ、好ましくは５～５０質量％及び５０～９５質量％、より好ま
しくは１０～４０質量％及び６０～９０質量％、更に好ましくは１５～３５質量％及び６
５～８５質量％である。
【００９２】
　上記成分〔Ｃ〕は、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－
１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）からなる混合樹脂であるので、その調製に際しては、予
め、準備した各樹脂を混合する方法、前述のようなパワーフィード法により混合樹脂を得
る方法、等とすることができる。尚、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニ
ル系樹脂は、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体の存在下、シアン化ビニル化合物
及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体（以下、「ビニル系単量体（ｃｍ）」とい
う）を重合（グラフト重合）することにより得られたゴム強化樹脂（以下、「ゴム強化樹
脂（ＣＲ）」という）に含まれるので、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビ
ニル系樹脂を製造する場合も、通常、この方法が適用される。
　上記ゴム強化樹脂（ＣＲ）をグラフト重合により製造する場合、上記ゴム強化樹脂（Ｂ
Ｒ）と同様の方法を適用することができる。
【００９３】
　パワーフィード法を用いる場合には、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体の存在
下、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体（ｃｍ）をグラ
フト重合するに際し、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物の仕込み量を、それ
ぞれ、質量比で、５～２５：９５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６
０：７３～４０から５～２５：９５～７５へと変化させつつ、グラフト重合することが好
ましい。この方法により得られたゴム強化樹脂は、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重
合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）を含有するので、全体とし
て、ゴム質重合体部に対するビニル系共重合体部（ＣＸ）の構成（種類及び割合）が広い
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分布となっている。
【００９４】
　尚、上記ビニル系単量体（ｃｍ）が、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物以
外に、更に他の単量体を含む場合、上記シアン化ビニル化合物並びに（芳香族ビニル化合
物及び他のビニル系単量体の混合物）の仕込み量を、それぞれ、質量比で、５～２５：９
５～７５から２７～６０：７３～４０へ、又は、２７～６０：７３～４０から５～２５：
９５～７５へと変化させつつ、グラフト重合することが好ましい。
【００９５】
　上記グラフト重合により製造されたゴム強化樹脂（ＣＲ）に含まれるエチレン・α－オ
レフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂におけるグラフト率は、耐衝撃性及び成形品の
外観性の観点から、好ましくは１０～１５０％であり、より好ましくは２５～１２０％、
更に好ましくは３５～１００％である。尚、このグラフト率は、上記ゴム強化樹脂（ＢＲ
）に含まれるゴム質重合体強化ビニル系樹脂におけるグラフト率と同様の方法により求め
ることができる。
【００９６】
　上記エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２
）及び（Ｃ－３）は、ビニル系共重合体部（ＣＸ）における構造単位（ｎｘ）の含有割合
が互いに異なるグラフト樹脂であり、ゴム強化樹脂（ＣＲ）の合成処方と、重合転化率、
ゴム質重合体部に化学的に結合していない、ビニル系単量体（ｃｍ）に由来する構造単位
を含むビニル系共重合体及び未反応原料の割合等を利用し、実質的にビニル系共重合体部
（ＣＸ）と同じ構成である、ゴム質重合体部に化学的に結合していない、ビニル系単量体
（ｃｍ）に由来する構造単位を含むビニル系共重合体を、例えば、液体クロマトグラフィ
ーに供することにより、ビニル系共重合体部（ＣＸ）を構成するビニル系共重合体（構造
単位（ｎｘ）を含む共重合体）の分布を得て、５～６０質量％の間で構造単位（ｎｘ）の
含有量ｔ１及びｔ２を設定することにより、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強
化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ－３）の割合を決定することができる。
ゴム強化樹脂（ＣＲ）の製造において、パワーフィード法等の、ビニル系単量体（ｃｍ）
の多段階添加法を適用した場合には、一定時間ごとにサンプリングして、反応系の組成を
把握することが好ましい。
　尚、予め、ゴム質重合体部の種類により、その分解又は除去を行った後、液体クロマト
グラフィーに供することもできる。
【００９７】
　上記グラフト重合により製造されたゴム強化樹脂（ＣＲ）は、上記ゴム強化樹脂（ＢＲ
）と同様に、主として、エチレン・α－オレフィン系グラフト樹脂であるエチレン・α－
オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を含み、更に、エチレン・α－オレフィン系
ゴム質重合体そのものや、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部に化学的に結合し
ていない、ビニル系単量体（ｃｍ）に由来する構造単位を含むビニル系共重合体（シアン
化ビニル・芳香族ビニル系共重合体）とが含まれる。後者のビニル系共重合体（シアン化
ビニル・芳香族ビニル系共重合体）は、他の熱可塑性樹脂（後述）に含まれる。パワーフ
ィード法を適用した場合にも、同様のビニル系共重合体が得られることがある。
【００９８】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物において、上記成分〔Ｂ〕に由来するゴム質重合体部（ジ
エン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重合体部又はシリコーン系ゴム質重合体部）と
、上記成分〔Ｃ〕に由来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部との含有割合は
、軋み音の低減効果、耐衝撃性及び成形品の外観性の観点から、これらの合計を１００質
量％とした場合に、それぞれ、好ましくは１０～９０質量％及び１０～９０質量％、より
好ましくは２０～８０質量％及び２０～８０質量％、更に好ましくは４０～６５質量％及
び３５～６０質量％である。
【００９９】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物において、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕の含有割合
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は、耐衝撃性、耐熱性及び耐面衝撃性に優れ、同一又は他の材料からなる部材と動的に接
触した際に発生する軋み音（擦れ音）が低減された成形品が得られることから、これらの
合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、好ましくは５～９９質量％、０．５～７０
質量％及び０．５～７０質量％、より好ましくは２０～９５質量％、２～５５質量％及び
２～５５質量％、更に好ましくは３５～９０質量％、４～４０質量％及び５～４５質量％
、特に好ましくは５０～８５質量％、５～２５質量％及び７～３０質量％である。
【０１００】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕を含有し、Ｔｍが
０℃～１００℃の範囲にあることにより、他の部材と動的に接触した際に発生する軋み音
が低減される成形品を与えることができるが、用途等により、更に、他の熱可塑性樹脂を
含有してもよい。
　他の熱可塑性樹脂としては、上記成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕と異なる構成のゴム質重合体強
化ビニル系樹脂、ビニル系単量体に由来する構造単位を含む（共）重合体（芳香族ビニル
系（共）重合体、アクリル系（共）重合体、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹
脂、フッ素樹脂等）、ポリオレフィン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げ
られる。これらは、単独で用いてよいし、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１０１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物が、他の熱可塑性樹脂を含有する場合、その含有量の上限
は、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕の合計１００質量部に対して、好ましくは１５０
質量部、より好ましくは１００質量部である。
【０１０２】
　他の熱可塑性樹脂は、好ましくはシアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｘ）、
及び、芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｙ）を含み、これらの化合物と共重合
可能な他のビニル系単量体に由来する構造単位（ｄｚ）を更に含んでもよい共重合体、即
ち、シアン化ビニル・芳香族ビニル系共重合体である。このシアン化ビニル・芳香族ビニ
ル系共重合体は、上記のように、成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕の製造時に副生した共重合体に由
来するものであってよいし、別途、準備されたものであってもよい。
【０１０３】
　本発明において、特に好ましいシアン化ビニル・芳香族ビニル系共重合体は、以下の共
重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）からなる混合樹脂（以下、「成分〔Ｄ〕」
という）である。
（Ｄ－１）構造単位（ｄｘ）を、５質量％以上ｒ１質量％以下で含む共重合体
（Ｄ－２）構造単位（ｄｘ）を、ｒ１質量％を超えてｒ２質量％以下で含む共重合体
（Ｄ－３）構造単位（ｄｘ）を、ｒ２質量％を超えて６０質量％以下で含む共重合体
　尚、（ｒ２－ｒ１）≧３（質量％）である。また、上記の構成において、構造単位（ｄ
ｘ）は、上記構造単位（ｍｘ）又は（ｎｘ）と同じ、シアン化ビニル化合物に由来する構
造単位に由来するものであるが、構造単位（ｄｘ）と、構造単位（ｍｘ）又は（ｎｘ）と
は、互いに同一であってよいし、異なってもよい。更に、構造単位（ｄｙ）は、上記構造
単位（ｍｙ）又は（ｎｙ）と同じ、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位に由来する
ものであるが、構造単位（ｄｙ）と、構造単位（ｍｙ）又は（ｎｙ）とは、互いに同一で
あってよいし、異なってもよい。
【０１０４】
　上記共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）は、互いに、構造単位（ｄｘ）の
含有量が異なる共重合体であり、順次、構造単位（ｄｘ）の含有量が多くなっているシア
ン化ビニル・芳香族ビニル系共重合体である。
　上記成分〔Ｄ〕が、上記構成を有する共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）
からなることにより、成分〔Ａ〕と、成分〔Ｂ〕との間の相溶性（成分〔Ｃ〕を含む場合
、成分〔Ａ〕と、成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕との間の相溶性）の向上効果が高く、更に、軋み
音の低減効果、耐熱性及び耐衝撃性のバランスに優れた成形品を効率よく製造することが
できる。
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【０１０５】
　上記共重合体（Ｄ－１）は、構造単位（ｄｘ）を、５質量％以上ｒ１質量％以下で含む
共重合体であり、上記のように、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）からなる共重合体であっ
てよいし、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及び（ｄｚ）からなる共重合体であってもよい。
また、上記のように、この共重合体（Ｄ－１）は、構造単位（ｄｘ）の所定量を含む共重
合体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重合体からな
る場合であって、５≦ｒ１１＜ｒ１２≦ｒ１とした場合、構造単位（ｄｘ）をｒ１１質量
％含む共重合体と、構造単位（ｄｘ）をｒ１２質量％含む共重合体と、からなる共重合体
（Ｄ－１）を用いることができる。
　ｒ１は、好ましくは１０～３０質量％、より好ましくは１５～３０質量％、更に好まし
くは１７～２８質量％、特に好ましくは２２～２７質量％である。構造単位（ｄｘ）の含
有量が５質量％以上ｒ１質量％以下である共重合体を二種以上含む場合、「共重合体（Ｄ
－１）に含まれる構造単位（ｄｘ）の含有量」として示す値は、各共重合体に含まれる構
造単位（ｄｘ）の含有量から算出された平均値である。
　上記共重合体（Ｄ－２）は、構造単位（ｄｘ）を、ｒ１質量％を超えてｒ２質量％以下
で含む、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）を含む共重合体であり、上記のように、構造単位
（ｄｘ）及び（ｄｙ）からなる共重合体であってよいし、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及
び（ｄｚ）からなる共重合体であってもよい。また、上記のように、この共重合体（Ｄ－
２）は、構造単位（ｄｘ）の所定量を含む共重合体の少なくとも一種からなるものとする
ことができる。例えば、二種の共重合体からなる場合であって、ｒ１＜ｒ２１＜ｒ２２≦
ｒ２とした場合、構造単位（ｄｘ）をｒ２１質量％含む共重合体と、構造単位（ｄｘ）を
ｒ２２質量％含む共重合体と、からなる共重合体（Ｄ－２）を用いることができる。
　ｒ２は、好ましくは１５～４５質量％、より好ましくは２０～４２質量％、更に好まし
くは２２～４０質量％、より更に好ましくは２５～３５質量％、特に好ましくは２７～３
３質量％である。構造単位（ｄｘ）の含有量がｒ１質量％を超えてｒ２質量％以下である
共重合体を二種以上含む場合、「共重合体（Ｄ－２）に含まれる構造単位（ｄｘ）の含有
量」として示す値は、各共重合体に含まれる構造単位（ｄｘ）の含有量から算出された平
均値である。
　本発明において、ｒ２が１５～４５質量％であると、本発明の組成物において、特に、
成分〔Ｂ〕（成分〔Ｃ〕を含む場合、成分〔Ａ〕と、成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕の両方）と、
共重合体（Ｄ－２）との相溶性が向上し、更に、成分〔Ａ〕と、共重合体（Ｄ－１）及び
（Ｄ－３）との相溶性も向上するため、結果として、成分〔Ａ〕と、成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ
〕との間の相溶性に優れたものとなり、得られる成形品において、耐衝撃性及び耐熱性の
バランスが優れる。
　また、本発明において、耐熱性及び耐衝撃性のバランスの効果が顕著となるｒ１及びｒ

２の関係は、（ｒ２－ｒ１）≧３（質量％）であり、好ましくは（ｒ２－ｒ１）≧４（質
量％）、より好ましくは（ｒ２－ｒ１）≧４．５（質量％）である。但し、通常、（ｒ２

－ｒ１）≦１０（質量％）、好ましくは（ｒ２－ｒ１）≦９（質量％）、更に好ましくは
（ｒ２－ｒ１）≦７（質量％）である。（ｒ２－ｒ１）＜３（質量％）では、成分〔Ｄ〕
による本発明の優れた効果が十分に得られない。
　上記共重合体（Ｄ－３）は、構造単位（ｄｘ）を、ｒ２質量％を超えて６０質量％以下
で含む共重合体であり、上記のように、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）からなる共重合体
であってよいし、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及び（ｄｚ）からなる共重合体であっても
よい。また、上記のように、この共重合体（Ｄ－３）は、構造単位（ｄｘ）の所定量を含
む共重合体の少なくとも一種からなるものとすることができる。例えば、二種の共重合体
からなる場合であって、ｒ２＜ｒ３１＜ｒ３２≦６０とした場合、構造単位（ｄｘ）をｒ

３１質量％含む共重合体と、構造単位（ｄｘ）をｒ３２質量％含む共重合体と、からなる
共重合体（Ｄ－３）を用いることができる。
　構造単位（ｄｘ）の含有量がｒ２質量％を超えて６０質量％以下である共重合体を二種
以上含む場合、「共重合体（Ｄ－３）に含まれる構造単位（ｄｘ）の含有量」として示す
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値は、各共重合体に含まれる構造単位（ｄｘ）の含有量から算出された平均値である。
【０１０６】
　上記成分〔Ｄ〕を構成する共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の含有割合
は、耐衝撃性及び成形品の外観性の観点から、これらの合計を１００質量％とした場合に
、それぞれ、好ましくは１～８０質量％、３～８０質量％及び１～８０質量％、より好ま
しくは５～７０質量％、１０～７０質量％及び２～５５質量％、更に好ましくは１０～５
０質量％、２０～６５質量％及び３～４０質量％、特に好ましくは１５～５０質量％、２
５～６０質量％及び３～３５質量％である。
　また、組成物の流動性、並びに、得られる成形品の耐熱性及び耐衝撃性のバランス、の
効果が顕著となるのは、ｒ１が１０～３０質量％であり、ｒ２が２０～４０質量％であり
、上記共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の含有割合が、これらの合計を１
００質量％とした場合に、それぞれ、好ましくは５～７０質量％、１０～７０質量％及び
２～５５質量％、より好ましくは１０～５５質量％、２０～６５質量％及び３～４０質量
％、更に好ましくは１５～５０質量％、２５～６０質量％及び３～３５量％、特に好まし
くは２０～５０質量％、３５～６０質量％及び３～３０質量％である。
【０１０７】
　上記共重合体（Ｄ－１）は、好ましくは、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）からなる共重
合体であり、この共重合体は、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及び（ｄｚ）からなる共重合
体と併用してもよい。構造単位（ｄｚ）を形成する単量体としては、Ｎ－フェニルマレイ
ミド等のマレイミド系化合物、メタクリル酸メチル等の（メタ）アクリル酸エステル化合
物が好ましい。
　上記共重合体（Ｄ－２）は、好ましくは、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）からなる共重
合体であり、この共重合体は、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及び（ｄｚ）からなる共重合
体と併用してもよい。構造単位（ｄｚ）を形成する単量体としては、Ｎ－フェニルマレイ
ミド等のマレイミド系化合物、メタクリル酸メチル等の（メタ）アクリル酸エステル化合
物が好ましい。
　また、上記共重合体（Ｄ－３）は、好ましくは、構造単位（ｄｘ）及び（ｄｙ）からな
る共重合体であり、この共重合体は、構造単位（ｄｘ）、（ｄｙ）及び（ｄｚ）からなる
共重合体と併用してもよい。構造単位（ｄｚ）を形成する単量体としては、Ｎ－フェニル
マレイミド等のマレイミド系化合物、メタクリル酸メチル等の（メタ）アクリル酸エステ
ル化合物が好ましい。
【０１０８】
　上記成分〔Ｄ〕の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は、成形加工性及
び耐衝撃性の観点から、好ましくは０．２～０．９ｄｌ／ｇ、より好ましくは０．２５～
０．８５ｄｌ／ｇ、更に好ましくは０．３～０．８ｄｌ／ｇである。尚、シアン化ビニル
・芳香族ビニル系共重合体の極限粘度［η］は、所定の構造単位を有する共重合体をメチ
ルエチルケトンに溶解させ、濃度の異なるものを５点調製し、ウベローデ粘度管を用いて
、３０℃で各濃度の還元粘度を測定することにより、求めることができる。
【０１０９】
　上記成分〔Ｄ〕は、共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）からなる混合樹脂
であるので、その調製に際しては、予め、準備した各共重合体を混合する方法、後述のパ
ワーフィード法により混合樹脂を得る方法、等とすることができる。尚、シアン化ビニル
・芳香族ビニル系共重合体は、通常、ゴム質重合体の非存在下、ビニル系単量体を、乳化
重合、溶液重合、塊状重合等に供することにより製造することができる。
　上記のように、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物を含むビニル系単量体を
用いて上記成分〔Ｂ〕又は〔Ｃ〕を製造した際に副生したシアン化ビニル・芳香族ビニル
系共重合体（ゴム強化樹脂に含まれる未グラフト重合体）が、重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－
２）又は（Ｄ－３）に含まれることがあるので、その場合には、この未グラフト重合体を
、適宜、利用することができる。
【０１１０】
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　一つの反応系において、上記重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）のうちの二
種又は三種の重合体を製造する場合には、反応系に対する各単量体（シアン化ビニル化合
物及び芳香族ビニル化合物等）の仕込み量（供給量、供給速度）を変化させながら重合を
進める方法（例えば、特開昭５０－６３０８５号公報に開示されているパワーフィード法
）等を適用することができる。このパワーフィード法によれば、複数の単量体が逐次異な
る割合で重合を進めることができるので、全ての単量体の仕込み量（供給量、供給速度）
を変化させる中で、例えば、上記シアン化ビニル化合物を連続的に又は間欠的に反応系に
供給し続けることにより、構造単位（ｄｘ）の含有割合が、５～６０質量％の広い範囲に
ある共重合体の集合体からなるものとすることができる。このパワーフィード法により得
られた共重合体の集合体は、上記重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）が、それ
ぞれ、所定割合で含まれるようにすることが可能であることから、成分〔Ｄ〕用の共重合
体として好適である。
【０１１１】
　上記成分〔Ｄ〕としては、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物の仕込み量を
、質量比で５～２５：９５～７５から２５～６０：７５～４０へと変化させつつ重合して
得られた共重合体の集合体、並びに／又は、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合
物の仕込み量を、質量比で２５～６０：７５～４０から５～２５：９５～７５へと変化さ
せつつ重合して得られた共重合体の集合体を用いることが好ましい。尚、仕込み量を変化
させるということは、シアン化ビニル化合物又は芳香族ビニル化合物の供給量を増加又は
減少させることを意味し、途中の使用量を変化させて、２５：７５～２５：７５とする手
法は含まない。
【０１１２】
　尚、シアン化ビニル化合物及び芳香族ビニル化合物以外の単量体（他の単量体）が用い
られる場合、上記シアン化ビニル化合物並びに（芳香族ビニル化合物及び他の単量体の混
合物）の仕込み量を、質量比で５～２５：９５～７５から２５～６０：７５～４０へと変
化させつつ重合して得られた共重合体の集合体、及び／又は、上記シアン化ビニル化合物
並びに（芳香族ビニル化合物及び他の単量体の混合物）の仕込み量を、質量比で２５～６
０：７５～４０から５～２５：９５～７５へと変化させつつ重合して得られた共重合体の
集合体を用いることが好ましい。
【０１１３】
　上記共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）からなる成分〔Ｄ〕から、構造単
位（ｄｘ）を含む共重合体の分布を求める場合、上記成分〔Ｂ〕におけるビニル系共重合
体部を構成するビニル系共重合体の場合と同様の方法を適用することができる。即ち、ｎ
－ヘプタン、１，２－ジクロロエタン、アセトニトリル等を用いた液体クロマトグラフィ
ーのグラジエント分析を行った後、５～６０質量％の間で構造単位（ｄｘ）の含有量ｒ１

及びｒ２を設定することにより、共重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）を決定
することができる。
【０１１４】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物が上記成分〔Ｄ〕を含む場合、その含有量は、耐衝撃性、
耐熱性及び耐面衝撃性に優れ、同一又は他の材料からなる部材と動的に接触した際に発生
する軋み音（擦れ音）が低減された成形品が得られることから、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕
及び〔Ｃ〕の合計を１００質量部とした場合に、それぞれ、好ましくは５～１５０質量部
、より好ましくは１０～１００質量部、更に好ましくは１５～８５質量部、特に好ましく
は２０～８０質量部である。
【０１１５】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に含まれる樹脂成分が、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ
〕、又は、上記成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕、〔Ｃ〕及び〔Ｄ〕である場合、上記成分〔Ｃ〕に由
来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部の含有量は、軋み音の低減効果及び耐
衝撃性の観点から、熱可塑性樹脂組成物の全体に対して、好ましくは０．５～２５質量％
、より好ましくは１．５～１８質量％、更に好ましくは３～１２質量％である。また、上
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記成分〔Ｂ〕に由来するゴム質重合体部（ジエン系ゴム質重合体部、アクリル系ゴム質重
合体部又はシリコーン系ゴム質重合体部）と、上記成分〔Ｃ〕に由来するエチレン・α－
オレフィン系ゴム質重合体部との含有割合は、軋み音の低減効果及び耐衝撃性の観点から
、これらの合計を１００質量％とした場合に、それぞれ、好ましくは１０～９０質量％及
び１０～９０質量％、より好ましくは２０～８０質量％及び２０～８０質量％、更に好ま
しくは３０～７０質量％及び３０～７０質量％、特に好ましくは３５～６０質量％及び４
０～６５質量％である。また、上記成分〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕に由来するゴム質重合体の合計
含有量の割合は、成形加工性及び成形品の耐衝撃性の観点から、組成物全体に対して、好
ましくは０．５～３０質量％、より好ましくは１～２５質量％、更に好ましくは１．５～
２０質量％である。
【０１１６】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、目的、用途等に応じて、更に、充填剤、可塑剤、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、老化防止剤、難燃剤、滑剤、安定剤、耐候剤、光安定剤、熱安定
剤、帯電防止剤、離型剤、抗菌剤、防腐剤、着色剤（顔料、染料等）、蛍光増白剤、導電
性付与剤等を含有したものとすることができる。
【０１１７】
　上記充填剤としては、重質炭酸カルシウム、膠質炭酸カルシウム、軽質炭酸カルシウム
、炭酸マグネシウム、炭酸亜鉛、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、カーボンブ
ラック、クレー、タルク、フュームドシリカ、焼成シリカ、沈降シリカ、粉砕シリカ、溶
融シリカ、カオリン、硅藻土、ゼオライト、酸化チタン、生石灰、酸化鉄、酸化亜鉛、酸
化バリウム、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、硫酸アルミニウム、ガラス繊維、炭
素繊維、ガラスバルーン、シラスバルーン、サランバルーン、フェノールバルーン等が挙
げられる。これらは、単独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１１８】
　上記可塑剤としては、フタル酸エステル、トリメリット酸エステル、ピロメリット酸エ
ステル、脂肪族一塩基酸エステル、脂肪族二塩基酸エステル、リン酸エステル、多価アル
コールのエステル、エポキシ系可塑剤、高分子型可塑剤、塩素化パラフィン等が挙げられ
る。これらは、単独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１１９】
　上記酸化防止剤としては、ヒンダードアミン系化合物、ハイドロキノン系化合物、ヒン
ダードフェノール系化合物、含硫黄化合物、含リン化合物等が挙げられる。これらは、単
独であるいは二種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１２０】
　上記紫外線吸収剤としては、ベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、
トリアジン系化合物等が挙げられる。これらは、単独であるいは二種以上を組み合わせて
用いることができる。
【０１２１】
　上記老化防止剤としては、ナフチルアミン系化合物、ジフェニルアミン系化合物、ｐ－
フェニレンジアミン系化合物、キノリン系化合物、ヒドロキノン誘導体系化合物、モノフ
ェノール系化合物、ビスフェノール系化合物、トリスフェノール系化合物、ポリフェノー
ル系化合物、チオビスフェノール系化合物、ヒンダードフェノール系化合物、亜リン酸エ
ステル系化合物、イミダゾール系化合物、ジチオカルバミン酸ニッケル塩系化合物、リン
酸系化合物等が挙げられる。これらは、単独であるいは二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【０１２２】
　上記難燃剤としては、含ハロゲン化合物、含リン化合物、グアニジン系化合物、シリコ
ーン系化合物等が挙げられる。これらは、単独であるいは二種以上を組み合わせて用いる
ことができる。
　その他、水酸化アルミニウム、酸化アンチモン、水酸化マグネシウム、ホウ酸亜鉛、ジ
ルコニウム系化合物、モリブデン系化合物、スズ酸亜鉛等を用いることができる。
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【０１２３】
　上記離型剤としては、オレフィン系ワックス、シリコーンオイル、高級脂肪酸、１価又
は多価アルコールの高級脂肪酸エステル、蜜蝋等の天然動物系ワックス、カルナバワック
ス等の天然植物系ワックス、パラフィンワックス等の天然石油系ワックス、モンタンワッ
クス等の天然石炭系ワックス等が挙げられる。これらは、単独であるいは二種以上を組み
合わせて用いることができる。
【０１２４】
　上記オレフィン系ワックスは、通常、オレフィンに由来する構造単位を含む（共）重合
体である。また、オレフィン系ワックスの構造は、特に限定されず、線状及び分岐状のい
ずれでもよい。
　上記オレフィン系ワックスとしては、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス
、オレフィン共重合体ワックス（例えば、エチレン共重合体ワックス）等が挙げられ、こ
れらは、部分酸化物であってもよい。尚、上記オレフィン系ワックスが共重合体である場
合、例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ヘキセン、１－デセン、４－メチ
ル－１－ブテン、４－メチル－１－ペンテン等のオレフィンに由来する構造単位を二つ以
上含む共重合体；オレフィンに由来する構造単位の少なくとも一つと、オレフィンと共重
合可能な単量体（不飽和カルボン酸又はその酸無水物、（メタ）アクリル酸アルキルエス
テル等）に由来する構造単位とからなる共重合体等が挙げられる。これらの共重合体は、
ランダム共重合体、ブロック共重合体及びグラフト共重合体のいずれでもよい。
【０１２５】
　上記オレフィン系ワックスの数平均分子量は、離型性の観点から、好ましくは１００～
１０，０００、より好ましくは１，０００～６，０００、更に好ましくは１，２００～５
，５００である。
　また、上記オレフィン系ワックスの粘度（１４０℃）は、離型性の観点から、好ましく
は１００～１０，０００ｃｐｓ、より好ましくは１００～５，０００ｃｐｓである。
【０１２６】
　上記シリコーンオイルは、好ましくはポリオルガノシロキサン構造を有するものであり
、例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル、メチルハイド
ロジェンシリコーンオイル等の未変性シリコーンオイルであってもよいし、ポリオルガノ
シロキサン構造中の側鎖の一部及び／又はポリオルガノシロキサン構造の片末端部分、又
は、ポリオルガノシロキサン構造の両末端部分に各種有機基が導入された変性シリコーン
オイル等が挙げられる。
　上記変性シリコーンオイルとしては、アルキル変性シリコーンオイル、アルキル・アラ
ルキル変性シリコーンオイル、ポリエーテル変性シリコーンオイル、フッ素変性シリコー
ンオイル、高級アルコキシ変性シリコーンオイル、高級脂肪酸変性シリコーンオイル、メ
チルスチリル変性シリコーンオイル、メチル塩素化フェニルシリコーンオイル、メチルハ
イドロジエンシリコーンオイル、アミノ変性シリコーンオイル、エポキシ変性シリコーン
オイル、カルボキシル変性シリコーンオイル、アクリル変性シリコーンオイル、メタクリ
ル変性シリコーンオイル、メルカプト変性シリコーンオイル、フェノール変性シリコーン
オイル、カルビノール変性シリコーンオイル等が挙げられる。
【０１２７】
　上記シリコーンオイルの動粘度（２５℃）は、離型性の観点から、好ましくは１０～１
００，０００ｃＳｔ、より好ましくは、１０～５０，０００ｃＳｔ、更に好ましくは１５
～５０，０００ｃＳｔ、特に好ましくは２０～３０，０００ｃＳｔである。尚、上記動粘
度は、ＡＳＴＭ　Ｄ４４５－４６Ｔ（ＪＩＳ　８８０３でも可）によるウベローデ粘度計
により測定することができる。
【０１２８】
　上記高級脂肪酸は、好ましくは、炭素原子数１０～３０の化合物であり、例えば、ミリ
スチン酸、ラウリン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ベヘニン酸等が挙げられる。
【０１２９】
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　上記高級脂肪酸エステルは、好ましくは、炭素原子数１～２０の１価又は多価アルコー
ルと炭素原子数１０～３０の飽和脂肪酸との部分エステル又は全エステルであり、例えば
、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ステアリン酸トリグリセリ
ド、ステアリン酸モノソルビテート、ステアリン酸ステアリル、ベヘニン酸モノグリセリ
ド、ベヘニン酸ベヘニル、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペンタエリスリトー
ルテトラステアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネート、プロピレングリコ
ールモノステアレート、ステアリルステアレート、パルミチルパルミテート、ブチルステ
アレート、メチルラウレート、イソプロピルパルミテート、ビフェニルビフェネ－ト、ソ
ルビタンモノステアレート、２－エチルヘキシルステアレート等が挙げられる。
【０１３０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物のＴｍは、軋み音の低減効果及び機械的強度の観点から、
０℃～１００℃の範囲にあり、好ましくは１０℃～８０℃、より好ましくは２０℃～７０
℃の範囲にある。尚、上記のように、Ｔｍは、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１－１９８７に準じて
得られるが、０℃～１００℃の範囲における吸熱パターンのピークの数は、一つに限定さ
れず、二つ以上でもよい。また、０℃～１００℃の範囲に見られるＴｍは、上記成分〔Ｃ
〕に由来するものであってもよく、必要に応じて配合される他の熱可塑性樹脂や、ポリオ
レフィンワックス等の離型剤等に由来するものであってもよい。
【０１３１】
　本発明の組成物は、押出機、バンバリーミキサー、ニーダー、ロール等を用い、原料成
分を混練することにより、製造することができる。混練に際しては、原料成分を一括して
混練してよいし、多段添加方式で混練してもよい。混練温度は、好ましくは２３０℃～２
８０℃、より好ましくは２４０℃～２７０℃である。
【０１３２】
　本発明の成形品は、上記本発明の熱可塑性樹脂組成物、又は、その構成成分を形成する
こととなる原料成分を、射出成形装置、シート押出成形装置、異形押出成形装置、中空成
形装置、圧縮成形装置、真空成形装置、発泡成形装置、ブロー成形装置、射出圧縮成形装
置、ガスアシスト成形装置、ウォーターアシスト成形装置等、公知の成形装置で加工する
ことにより製造することができる。即ち、本発明の成形品は、上記本発明の熱可塑性樹脂
組成物を含む。
【０１３３】
　上記成形装置を用いて、成形品を製造する場合、成形温度及び金型温度は、使用する原
料成分（他の熱可塑性樹脂等を含む）の種類等によって、適宜、選択される。
【０１３４】
　本発明の成形品の形状は、特に限定されず、板状、線状、球状、環状、管状、網状又は
これらの変形物、更には、不定形状とすることができ、中実体又は中空体のいずれでもよ
い。また、成形品は、目的、用途等に応じて、任意の位置に、貫通孔、溝、凹部、凸部等
を備えてもよい。
【０１３５】
　本発明の成形品は、０℃以下の低い温度、例えば、－３０℃における落錘衝撃試験で脆
性破壊が抑制され、延性破壊されやすいだけでなく、同一又は他の材料からなる部材（他
の部材）と動的に接触した際に軋み音（擦れ音）の発生が抑制されるという性質を有する
。この性質は、Ｔｍが０℃～１００℃の範囲にある熱可塑性樹脂組成物を含む成形品と、
他の部材とが動的に接触した際に、スティックスリップ現象の発生が抑制されるため、軋
み音の発生が低減されるものと考えられる。
　他の部材は、本発明の熱可塑性樹脂組成物と同一であってよいし、それと異なる他の材
料からなるものであってもよい。後者の場合、他の熱可塑性樹脂組成物、硬化樹脂組成物
、架橋ゴム（加硫ゴムを含む）、繊維集合体（木材を含む）、金属（合金を含む）、ガラ
ス、セラミックス等が挙げられ、これらを単独で又は二種以上の組み合わせで含むものと
することができる。
　他の熱可塑性樹脂組成物としては、上記成分〔Ａ〕又は成分〔Ｂ〕を含む組成物や、ポ
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リ塩化ビニル、ポリオレフィン、ＰＭＭＡ、ポリスチレン、ＥＶＡ、ポリアミド、ポリエ
ステル、ポリ乳酸等を含む組成物等とすることができる。
　硬化樹脂組成物としては、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、
不飽和ポリエステル樹脂等の硬化性樹脂を含む原料組成物を、熱、光等により硬化させた
もの等とすることができる。
　架橋ゴム（加硫ゴム）としては、クロロプレンゴム、ポリブタジエンゴム、エチレン・
プロピレンゴム、ＳＥＢＳ、ＳＢＳ、ＳＩＳ等の合成ゴム、天然ゴム等を含む原料組成物
を用いて得られた架橋ゴム組成物（加硫ゴム組成物）等とすることができる。
【０１３６】
　図１～図６、図８～図１０及び図１２に、二つの部材を組み合わせて複合体を形成した
例（断面図）を示す。このうち、図１～図５、図８～図１０及び図１２は、１の部材（１
０、１２、１４、１６又は１８）及び他の部材（２０、２２、２４、２６又は２８）が接
触（部分接着を含む）している態様であり、図６は、１の部材１０及び他の部材２０を非
接触とした態様である。本発明においては、１の部材及び他の部材の少なくとも一方が、
上記本発明の熱可塑性樹脂組成物からなるものである。
　図１は、１の部材１０と、他の部材２０とが隣接している態様である。図２及び図３は
、１の部材１０が、他の部材２０に形成された凹部に嵌挿されている態様である。図４は
、他の部材２０が、１の部材１０に形成された凹部に嵌挿されている態様である。図５は
、１の筒状部材１０の内壁面に密着するように他の部材２０が配設されている態様である
。
　また、図６は、１の部材１０と、他の部材２０とが、所定の空隙をもって配置されてい
る態様であり、このような場合、振動、ねじれ、衝撃等により一方若しくは両方が移動又
は変形して動的に接触（面接触、線接触又は点接触）しても、軋み音の発生が抑制される
。
【０１３７】
　図８は、図７に示すように、１面側及び他面側に、それぞれ、孔部を有する部材２２に
スナップフィットさせるための凸部１３を有する部材１２を用いて、複合体を形成した態
様である。この複合体に対して、例えば、図８（Ｃ）の左右両側に示した矢印の方向に負
荷がかけられて、変形することになっても、動的接触による軋み音の発生は抑制される。
尚、負荷の方向は、矢印の方向に限定されるものではない。また、図８は、図７の部材１
２における矩形状の凸部１３によりスナップフィットさせた例であるが、凸部１３の断面
形状及び部材２２における孔部の形状等を変更して、プレスフィットさせた例とすること
もできる。
　図９は、図７のように図示していない部材１４の外表面と、部材２４の内表面とを接着
剤を用いて形成された部分接着層２５により接合させてなる複合体である。尚、この図９
に類似する態様として、部材１４の外表面の一部が部材２４に対して溶着している態様と
することもできる。部材２４が熱可塑性樹脂組成物からなる場合も同様である。
　図１０は、図７のように図示していない部材１６の外表面の一部と、部材２６の内表面
とを、両者に形成した貫通孔を利用してボルト２７により固定し一体化させてなる複合体
である。尚、連結具としてボルト以外のものを用いることもでき、ネジ、ピン、ビス、リ
ベット、ブシュ、ブラケット、ヒンジ、釘等を利用することができる。
【０１３８】
　更に、図１２は、図１１に示すように、外形が板状であり、その長手方向における両端
面の中央付近に、それぞれ、断面が円形の突起部１９を有する部材１８を用いて、突起部
１９を、孔部を有する部材２８における孔部に嵌挿させて、複合体を形成した態様である
。突起部１９を軸として部材１８を回転させた際には、突起部１９と部材２８における孔
部の内表面とから発生する軋み音が抑制される。
　図１２（Ａ）及び（Ｂ）から分かるように、部材２８は、複数の開口部２９を備えるの
で、図１２の複合体は、例えば、気体を、所望の方向へ供給又は排出する際に、その方向
（角度）を調節する機能を有する。従って、例えば、図１１の部材を、エアコン、空気清
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浄機、送風機等におけるフィンとして用いることができ、図１２に示すような構成を備え
る装置用の部材として好適である。
【０１３９】
　本発明の成形品は、上記図示した態様又はそれを応用した態様等により、同一又は他の
材料からなる部材（他の部材）とからなる、軋み音の発生しにくい複合体の形成に好適で
ある。特に、孔部又は凹部を有する形状体として用い、この孔部又は凹部に、凸部等を有
する他の部材を嵌挿させて複合体とすること、あるいは、凸部を有する形状体として用い
、孔部又は凹部を有する他の部材に嵌挿させて複合体とすることも好ましい態様である。
そして、０℃以下の低い温度、例えば、－３０℃における落錘衝撃試験で脆性破壊が抑制
され、延性破壊されやすい性質を有するので、用途によって、他の材料が広く選択される
。本発明の成形品は、車両、ＯＡ（オフィスオートメーション）機器、家庭電化機器、電
気・電子機器、建材等を構成する複合体製品の一部材として好適である。
【０１４０】
　以下、成形品の具体例を示す。
　車両用成形品としては、ドアトリム、ドアライニング、ピラーガーニッシュ、コンソー
ル、ドアポケット、ベンチレータ、ダクト、エアコン、メーターバイザー、インパネアッ
パーガーニッシュ、インパネロアガーニッシュ、Ａ／Ｔインジケーター、オンオフスイッ
チ類（スライド部、スライドプレート）、グリルフロントデフロスター、グリルサイドデ
フロスター、リッドクラスター、カバーインストロアー、マスク類（マスクスイッチ、マ
スクラジオ等）、グローブボックス、ポケット類（ポケットデッキ、ポケットカード等）
、ステアリングホイールホーンパッド、スイッチ、カーナビゲーション機器の筐体等が挙
げられる。
【０１４１】
　ＯＡ機器用成形品としては、複合プリンター、インクジェットプリンター、レーザービ
ームプリンター、複写機、ＦＡＸ等を構成する筐体、構造部材（可動部品等）、スイッチ
等が挙げられる。
　電気・電子機器用成形品としては、コネクター、スイッチ、リレー、プリント配線板、
電子部品用の筐体、コンセント等が挙げられる。
　建材用成形品としては、机、整理棚等に配設された引き出し、デスクロック部品、シェ
ルフ扉、チェアダンパー、テーブル折りたたみ脚可動部品、扉開閉ダンパー、引き戸レー
ル、カーテンレール等が挙げられる。
【実施例】
【０１４２】
　以下に、実施例を挙げ、本発明を更に詳細に説明するが、本発明の主旨を超えない限り
、本発明はかかる実施例に限定されるものではない。尚、下記において、部及び％は、特
に断らない限り、質量基準である。
【０１４３】
１．製造原料
　熱可塑性樹脂組成物の製造に用いた原料（樹脂成分及び重合体成分）は、以下の通りで
ある。尚、グラフト率、極限粘度［η］等の測定は、上記記載の方法に準じて行った。
【０１４４】
１－１．原料〔Ｐ〕
　ポリカーボネート樹脂（Ｐ１）として、三菱エンジニアリングプラスチックス社製ポリ
カーボネート「ＮＯＶＡＲＥＸ　７０２２ＰＪ」（商品名）を用いた。粘度平均分子量（
Ｍｖ）は、２２，０００であり、ＭＦＲ（温度２４０℃、荷重９８Ｎ）は、９ｇ／１０分
である。
【０１４５】
１－２．原料〔Ｑ〕
　原料〔Ｑ〕は、下記の合成例１～５により得られた、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を
含むゴム強化樹脂（Ｑ１）～（Ｑ５）であり、いずれも、ジエン系ゴム質重合体又はアク
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リル系ゴム質重合体からなる部分と、シアン化ビニル化合物（アクリロニトリル）に由来
する構造単位及び芳香族ビニル化合物（スチレン）に由来する構造単位を含むビニル系共
重合体（アクリロニトリル・スチレン共重合体）からなる部分とを含むゴム質重合体強化
グラフト樹脂、並びに、未グラフトのビニル系共重合体（アクリロニトリル・スチレン共
重合体）からなる樹脂混合物である。合成例１～４は、ジエン系ゴム質重合体強化ビニル
系樹脂（ジエン系グラフト樹脂）を主とする樹脂混合物の合成例であり、合成例５は、ア
クリル系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（アクリル系グラフト樹脂）を主とする樹脂混合
物の合成例である。
【０１４６】
　　合成例１（原料Ｑ１の合成）
　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水９２部、ロジン酸カ
リウム０．３部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１８部、平均粒子径３００ｎｍの
ポリブタジエンゴム（ゲル含有率８０％）４０部を含むラテックス７０部、スチレン９．
６部及びアクリロニトリル５．４部を収容し、攪拌しながら昇温した。内温が３８℃に達
したところで、ピロリン酸ナトリウム０．２部、硫酸第一鉄７水和物０．００４部及びブ
ドウ糖０．２５部を、イオン交換水８部に溶解した溶液を加えた。その後、クメンハイド
ロパーオキサイド０．０６６部を加えて重合を開始した。
　１時間重合させた後、イオン交換水２１．６部、ロジン酸カリウム０．７部、スチレン
３６部、アクリロニトリル９部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１２部及びクメン
ハイドロパーオキサイド０．１１部を、３時間かけて連続的に添加した。その後、クメン
ハイドロパーオキサイド０．１部を加えて更に１時間重合を継続し、重合を完結させた。
　次いで、反応生成物を含むラテックスに、硫酸水溶液を添加して、樹脂成分を凝固、水
洗した。その後、乾燥し、ゴム強化樹脂（Ｑ１）を得た。この樹脂（Ｑ１）に含まれるジ
エン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率は７６％であり、このジエン系ゴム質
重合体強化ビニル系樹脂を構成するビニル系共重合体部における、シアン化ビニル化合物
に由来する構造単位（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）の含有
割合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２４％及び７６％で
あり、未グラフトのビニル系共重合体（以下、「アセトン可溶分」という）の含有率は３
０％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は
、０．３６ｄｌ／ｇであった。尚、このゴム強化樹脂（Ｑ１）のＴｍは観測されなかった
。
【０１４７】
　　合成例２（原料Ｑ２の合成）
　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水９２部、ロジン酸カ
リウム０．３部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１８部、平均粒子径３００ｎｍの
ポリブタジエンゴム（ゲル含有率８０％）４０部を含むラテックス７０部、スチレン１０
．９５部及びアクリロニトリル４．０５部を収容し、攪拌しながら昇温した。内温が３８
℃に達したところで、ピロリン酸ナトリウム０．２部、硫酸第一鉄７水和物０．００４部
及びブドウ糖０．２５部を、イオン交換水８部に溶解した溶液を加えた。その後、クメン
ハイドロパーオキサイド０．０６６部を加えて重合を開始した。
　１時間重合させた後、イオン交換水２１．６部、ロジン酸カリウム０．７部、スチレン
３６部、アクリロニトリル９部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１２部及びクメン
ハイドロパーオキサイド０．１１部を、３時間かけて連続的に添加した。その後、クメン
ハイドロパーオキサイド０．１部を加えて更に１時間重合を継続し、重合を完結させた。
　次いで、反応生成物を含むラテックスに、硫酸水溶液を添加して、樹脂成分を凝固、水
洗した。その後、乾燥し、ゴム強化樹脂（Ｑ２）を得た。この樹脂（Ｑ２）に含まれるジ
エン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率は７４％であり、このジエン系ゴム質
重合体強化ビニル系樹脂を構成するビニル系共重合体部における、シアン化ビニル化合物
に由来する構造単位（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）の含有
割合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２２％及び７８％で
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あり、アセトン可溶分の含有率は３０％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（
メチルエチルケトン中、３０℃）は、０．３５ｄｌ／ｇであった。尚、このゴム強化樹脂
（Ｑ２）のＴｍは観測されなかった。
【０１４８】
　　合成例３（原料Ｑ３の合成）
　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水９２部、ロジン酸カ
リウム０．３部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１８部、平均粒子径３００ｎｍの
ポリブタジエンゴム（ゲル含有率８０％）４０部を含むラテックス７０部、スチレン８．
２５部及びアクリロニトリル６．７５部を収容し、攪拌しながら昇温した。内温が３８℃
に達したところで、ピロリン酸ナトリウム０．２部、硫酸第一鉄７水和物０．００４部及
びブドウ糖０．２５部を、イオン交換水８部に溶解した溶液を加えた。その後、クメンハ
イドロパーオキサイド０．０６６部を加えて重合を開始した。
　１時間重合させた後、イオン交換水２１．６部、ロジン酸カリウム０．７部、スチレン
２４．７５部、アクリロニトリル２０．２５部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１
３部及びクメンハイドロパーオキサイド０．１部を、３時間かけて連続的に添加した。そ
の後、更に１時間重合を継続し、重合を完結させた。
　次いで、反応生成物を含むラテックスに、硫酸水溶液を添加して、樹脂成分を凝固、水
洗した。その後、水酸化カリウム水溶液を用いて、洗浄・中和し、更に、水洗した後、乾
燥し、ゴム強化樹脂（Ｑ３）を得た。この樹脂（Ｑ３）に含まれるジエン系ゴム質重合体
強化ビニル系樹脂のグラフト率は８０％であり、このジエン系ゴム質重合体強化ビニル系
樹脂を構成するビニル系共重合体部における、シアン化ビニル化合物に由来する構造単位
（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）の含有割合（平均値）は、
両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、４５％及び５５％であり、アセトン可溶
分の含有率は２８％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケトン
中、３０℃）は、０．４０ｄｌ／ｇであった。尚、このゴム強化樹脂（Ｑ３）のＴｍは観
測されなかった。
【０１４９】
　　合成例４（原料Ｑ４の合成）
　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水９２部、ロジン酸カ
リウム０．３部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１８部、平均粒子径３００ｎｍの
ポリブタジエンゴム（ゲル含有率８０％）４０部を含むラテックス７０部、スチレン１２
部及びアクリロニトリル３部を収容し、攪拌しながら昇温した。内温が３８℃に達したと
ころで、ピロリン酸ナトリウム０．２部、硫酸第一鉄７水和物０．００４部及びブドウ糖
０．２５部を、イオン交換水８部に溶解した溶液を加えた。その後、クメンハイドロパー
オキサイド０．０６６部を加えて重合を開始した。
　１時間重合させた後、イオン交換水２１．６部、ロジン酸カリウム０．７部、スチレン
３６部、アクリロニトリル９部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１２部及びクメン
ハイドロパーオキサイド０．１１部を、３時間かけて連続的に添加した。その後、クメン
ハイドロパーオキサイド０．１部を加えて更に１時間重合を継続し、重合を完結させた。
　次いで、反応生成物を含むラテックスに、硫酸水溶液を添加して、樹脂成分を凝固、水
洗した。その後、乾燥し、ゴム強化樹脂（Ｑ４）を得た。この樹脂（Ｑ４）に含まれるジ
エン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率は５９％であり、このジエン系ゴム質
重合体強化ビニル系樹脂を構成するビニル系共重合体部における、シアン化ビニル化合物
に由来する構造単位（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｙ）の含有
割合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２０％及び８０％で
あり、アセトン可溶分の含有率は３６％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（
メチルエチルケトン中、３０℃）は、０．３２ｄｌ／ｇであった。尚、このゴム強化樹脂
（Ｑ４）のＴｍは観測されなかった。
【０１５０】
　　合成例５（原料Ｑ５の合成）
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　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水８５部、ロジン酸カ
リウム０．７部、炭酸水素ナトリウム０．４５部、炭酸ナトリウム０．１５部、ナフタリ
ンスルホン酸ホルマリン縮合のナトリウム塩０．５部、亜二チオン酸ナトリウム０．０３
部を添加した。単量体として、ｎ－ブチルアクリレート５部を加え、攪拌しながら昇温し
た。内温７５℃で過硫酸カリウム０．１２部を添加し、重合を開始した。
　１時間重合させた後、過硫酸カリウム０．０６部、ｎ－ブチルアクリレート４４．５部
、アリルメタクリレート０．５部を３時間かけて連続的に添加し、更に１時間重合を継続
し、アクリル系ゴムを含むラテックスを得た。次いで、このラテックスを６５℃まで冷却
し、イオン交換水３３部、ロジン酸カリウムを０．８部、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロパー
オキサイド０．０７部を加え、更にピロリン酸ナトリウム０．４部、硫酸第一鉄７水和物
０．０１部、ブドウ糖０．３部をイオン交換水１５部に溶解した溶液、スチレン９．６部
、アクリロニトリル５．４部を加え、７５℃まで昇温した。１時間重合させた後、スチレ
ン２８部、アクリロニトリル７部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１部及びｔｅｒ
ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド０．２部を４時間かけて連続的に添加した。そして、
更に１時間重合を継続し、重合を完結させた。
　次いで、反応生成物を含むラテックスに、硫酸マグネシウム水溶液を添加して、樹脂成
分を凝固、水洗した。その後、乾燥し、ゴム強化樹脂（Ｑ５）を得た。この樹脂（Ｑ５）
に含まれるアクリル系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率は４２％であり、この
アクリル系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂を構成するビニル系共重合体部における、シア
ン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｍｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単
位（ｍｙ）の含有割合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２
５％及び７５％であり、未グラフトのビニル系共重合体（アセトン可溶分）の含有率は２
９％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は
、０．４５ｄｌ／ｇであった。尚、このゴム強化樹脂（Ｑ５）のＴｍは観測されなかった
。
【０１５１】
１－３．原料〔Ｒ〕
　原料〔Ｒ〕は、下記の合成例６～９により得られた、エチレン・α－オレフィン系ゴム
質重合体強化ビニル系樹脂を含むゴム強化樹脂（Ｒ１）～（Ｒ４）であり、いずれも、エ
チレン・α－オレフィン系ゴム質重合体からなる部分と、シアン化ビニル化合物（アクリ
ロニトリル）に由来する構造単位及び芳香族ビニル化合物（スチレン）に由来する構造単
位を含むビニル系共重合体（アクリロニトリル・スチレン共重合体）からなる部分とを含
むゴム質重合体強化グラフト樹脂、並びに、未グラフトのビニル系共重合体（アクリロニ
トリル・スチレン共重合体）からなる樹脂混合物である。尚、エチレン・α－オレフィン
系ゴム質重合体として、エチレン単位及びプロピレン単位の含有割合が、それぞれ、７８
％及び２２％であり、Ｔｍが４０℃であり、ガラス転移温度が－５０℃であり、ムーニー
粘度（ＭＬ１＋４，１００℃）が２０である、エチレン・プロピレン共重合体ゴムを用い
た。
【０１５２】
　　合成例６（原料Ｒ１の合成）
　リボン型攪拌機翼、助剤連続添加装置、温度計等を装備したステンレス製オートクレー
ブに、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体２５部、スチレン９．６部、アクリロニ
トリル５．４部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．５部及びトルエン１１０部を仕込
み、内温を７５℃に昇温して、オートクレーブ内容物を１時間攪拌して均一溶液とした。
その後、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．０９部を添加し
、内温を更に昇温して、１００℃に達した後は、この温度を保持しながら、攪拌回転数１
００ｒｐｍとして重合反応を行った。１時間重合した後、スチレン４８部、アクリロニト
リル１２部、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．３６部を３
時間かけて連続的に添加した。重合反応開始後４時間目から、反応液を１２０℃に昇温し
、この温度を保持しながら更に２時間反応を行って重合反応を終了した。重合転化率は９
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７％であった。その後、反応液を１００℃まで冷却し、オクタデシル－３－（３，５－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオネート０．２部を添加した
。次いで、反応混合物をオートクレーブより抜き出し、水蒸気蒸留により未反応物と溶媒
を留去し、更に４０ｍｍφベント付き押出機（シリンダー温度２２０℃、真空度７６０ｍ
ｍＨｇ）を用いて揮発分を実質的に脱気させて、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合
体強化ビニル系樹脂を含むゴム強化樹脂（Ｒ１）からなるペレットを得た。この樹脂（Ｒ
１）に含まれるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率
は５０％であり、ビニル系共重合体部を構成するシアン化ビニル化合物に由来する構造単
位（ｎｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）の含有割合は、両者の合
計を１００％とした場合に、それぞれ、２３％及び７７％であり、エチレン・プロピレン
共重合体ゴムに由来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部の含有量は２５％（
重合処方及び重合転化率から計算）であった。また、アセトンを用いて抽出した、ゴム強
化樹脂（Ｒ１）に含まれる未グラフトのビニル系共重合体（以下、「アセトン可溶分」と
いう）の含有率は６３％であり、このアセトン可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケ
トン中、３０℃）は０．４７ｄｌ／ｇであった。その後、このペレットを用いてゴム強化
樹脂（Ｒ１）のＴｍを測定したところ、４０℃であった。
【０１５３】
　　合成例７（原料Ｒ２の合成）
　リボン型攪拌機翼、助剤連続添加装置、温度計等を装備したステンレス製オートクレー
ブに、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体２５部、スチレン１０．９部、アクリロ
ニトリル４．１部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．５部及びトルエン１１０部を仕
込み、内温を７５℃に昇温して、オートクレーブ内容物を１時間攪拌して均一溶液とした
。その後、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．０９部を添加
し、内温を更に昇温して、１００℃に達した後は、この温度を保持しながら、攪拌回転数
１００ｒｐｍとして重合反応を行った。１時間重合した後、スチレン４８部、アクリロニ
トリル１２部、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．３６部を
３時間かけて連続的に添加した。重合反応開始後４時間目から、内温を１２０℃に昇温し
、この温度を保持しながら更に２時間反応を行って重合反応を終了した。重合転化率は９
７％であった。その後、反応液を１００℃まで冷却し、オクタデシル－３－（３，５－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオネート０．２部を添加した
。次いで、反応混合物をオートクレーブより抜き出し、水蒸気蒸留により未反応物と溶媒
を留去し、更に４０ｍｍφベント付き押出機（シリンダー温度２２０℃、真空度７６０ｍ
ｍＨｇ）を用いて揮発分を実質的に脱気させて、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合
体強化ビニル系樹脂を含むゴム強化樹脂（Ｒ２）からなるペレットを得た。この樹脂（Ｒ
２）に含まれるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率
は４８％であり、ビニル系共重合体部を構成するシアン化ビニル化合物に由来する構造単
位（ｎｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）の含有割合は、両者の合
計を１００％とした場合に、それぞれ、２１％及び７９％であり、エチレン・プロピレン
共重合体ゴムに由来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部の含有量は２５％（
重合処方及び重合転化率から計算）であった。また、ゴム強化樹脂（Ｒ２）に含まれる未
グラフトのビニル系共重合体（アセトン可溶分）の含有率は６３％であり、このアセトン
可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は０．４６ｄｌ／ｇであった
。その後、このペレットを用いてゴム強化樹脂（Ｒ２）のＴｍを測定したところ、４０℃
であった。
【０１５４】
　　合成例８（原料Ｒ３の合成）
　リボン型攪拌機翼、助剤連続添加装置、温度計等を装備したステンレス製オートクレー
ブに、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体２５部、スチレン８．２部、アクリロニ
トリル６．８部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．５部及びトルエン１１０部を仕込
み、内温を７５℃に昇温して、オートクレーブ内容物を１時間攪拌して均一溶液とした。
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その後、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．０９部を添加し
、内温を更に昇温して、１００℃に達した後は、この温度を保持しながら、攪拌回転数１
００ｒｐｍとして重合反応を行った。１時間重合した後、スチレン３３部、アクリロニト
リル２７部、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．３６部を３
時間かけて連続的に添加した。重合反応開始後４時間目から、反応液を１２０℃に昇温し
、この温度を保持しながら更に２時間反応を行って重合反応を終了した。重合転化率は９
７％であった。その後、反応液を１００℃まで冷却し、オクタデシル－３－（３，５－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオネート０．２部を添加した
。次いで、反応混合物をオートクレーブより抜き出し、水蒸気蒸留により未反応物と溶媒
を留去し、更に４０ｍｍφベント付き押出機（シリンダー温度２２０℃、真空度７６０ｍ
ｍＨｇ）を用いて揮発分を実質的に脱気させて、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合
体強化ビニル系樹脂を含むゴム強化樹脂（Ｒ３）からなるペレットを得た。この樹脂（Ｒ
３）に含まれるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率
は５５％であり、ビニル系共重合体部を構成するシアン化ビニル化合物に由来する構造単
位（ｎｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）の含有割合は、両者の合
計を１００％とした場合に、それぞれ、４５％及び５５％であり、エチレン・プロピレン
共重合体ゴムに由来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部の含有量は２５％（
重合処方及び重合転化率から計算）であった。また、ゴム強化樹脂（Ｒ３）に含まれる未
グラフトのビニル系共重合体（アセトン可溶分）の含有率は６１％であり、このアセトン
可溶分の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は０．４９ｄｌ／ｇであった
。その後、このペレットを用いてゴム強化樹脂（Ｒ３）のＴｍを測定したところ、４０℃
であった。
【０１５５】
　　合成例９（原料Ｒ４の合成）
　リボン型攪拌機翼、助剤連続添加装置、温度計等を装備したステンレス製オートクレー
ブに、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体２５部、スチレン１２部、アクリロニト
リル３部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．５部及びトルエン１１０部を仕込み、内
温を７５℃に昇温して、オートクレーブ内容物を１時間攪拌して均一溶液とした。その後
、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．０９部を添加し、内温
を更に昇温して、１００℃に達した後は、この温度を保持しながら、攪拌回転数１００ｒ
ｐｍとして重合反応を行った。１時間重合した後、スチレン４８部、アクリロニトリル１
２部、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート０．３６部を３時間か
けて連続的に添加した。重合反応開始後４時間目から、反応液を１２０℃に昇温し、この
温度を保持しながら更に２時間反応を行って重合反応を終了した。重合転化率は９７％で
あった。その後、反応液を１００℃まで冷却し、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール）－プロピオネート０．２部を添加した。次い
で、反応混合物をオートクレーブより抜き出し、水蒸気蒸留により未反応物と溶媒を留去
し、更に４０ｍｍφベント付き押出機（シリンダー温度２２０℃、真空度７６０ｍｍＨｇ
）を用いて揮発分を実質的に脱気させて、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化
ビニル系樹脂を含むゴム強化樹脂（Ｒ４）からなるペレットを得た。この樹脂（Ｒ４）に
含まれるエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂のグラフト率は４５
％であり、ビニル系共重合体部を構成するシアン化ビニル化合物に由来する構造単位（ｎ
ｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｎｙ）の含有割合は、両者の合計を１
００％とした場合に、それぞれ、２０％及び８０％であり、エチレン・プロピレン共重合
体ゴムに由来するエチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体部の含有量は２５％（重合処
方及び重合転化率から計算）であった。また、ゴム強化樹脂（Ｒ４）に含まれる未グラフ
トのビニル系共重合体（アセトン可溶分）の含有率は６４％であり、このアセトン可溶分
の極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は０．４４ｄｌ／ｇであった。その
後、このペレットを用いてゴム強化樹脂（Ｒ４）のＴｍを測定したところ、４０℃であっ
た。
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【０１５６】
１－４．原料〔Ｓ〕
　原料〔Ｓ〕として、下記の合成例１０及び１１により得られた、いずれも、複数のアク
リロニトリル・スチレン共重合体からなる樹脂混合物（Ｓ１）～（Ｓ２）を用いた。各原
料は、シアン化ビニル化合物（アクリロニトリル）に由来する構造単位の含有割合が広い
範囲にあるアクリロニトリル・スチレン共重合体を複数含む。
【０１５７】
　　合成例１０（原料Ｓ１の合成）
　リボン翼を備えたジャケット付き重合用反応器を、２基連結した合成装置を用いた。各
反応器内に、窒素ガスをパージした後、１基目の反応器に、スチレン７６部、アクリロニ
トリル２４部及びトルエン２５部からなる混合物と、分子量調節剤であるｔｅｒｔ－ドデ
シルメルカプタン０．４０部をトルエン５部に溶解した溶液と、重合開始剤である１，１
′－アゾビス（シクロヘキサン－１－カーボニトリル）０．１部をトルエン５部に溶解し
た溶液とを連続的に供給し、１１０℃で重合を行った。供給した単量体等の平均滞留時間
は２時間であり、２時間後の重合転化率は５６％であった。
　次いで、得られた重合体溶液を、１基目の反応器の外部に設けられたポンプにより、連
続的に取り出して、２基目の反応器に供給した。連続的に取り出す量は、１基目の反応器
に供給する量と同じである。尚、２基目の反応器においては、１４０℃で２時間重合を行
い、２時間後の重合転化率は８３％であった。
　その後、２基目の反応器から、重合体溶液を回収し、これを、２軸３段ベント付き押出
機に導入した。そして、直接、未反応単量体及びトルエン（重合用溶媒）を脱揮し、組成
の異なる複数のアクリロニトリル・スチレン共重合体を含むアクリロニトリル・スチレン
共重合体（Ｓ１）を回収した。
　このアクリロニトリル・スチレン共重合体（Ｓ１）を構成するシアン化ビニル化合物に
由来する構造単位（ｄｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｙ）の含有割
合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２４％及び７６％であ
り、極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は、０．４２ｄｌ／ｇであった。
尚、この原料Ｓ１のＴｍは観測されなかった。
【０１５８】
　　合成例１１（原料Ｓ２の合成）
　本合成例では、ジイソプロピルベンゼンハイドロパーオキサイド０．１部、ｔｅｒｔ－
ドデシルメルカプタン０．１３部、スチレン３６．５部及びアクリロニトリル１３．５部
の混合物からなる第１単量体（合成開始時には、第１供給源に収容）と、ジイソプロピル
ベンゼンハイドロパーオキサイド０．１部、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン０．１３部
、スチレン４０部及びアクリロニトリル１０部の混合物からなる第２単量体（合成開始時
には、第２供給源に収容）と、を用いて、以下の要領で重合を行った。
　攪拌機を備えたガラス製フラスコに、窒素気流中で、イオン交換水１８４部、ドデシル
ベンゼンスルホン酸ナトリウム２．０部及び炭酸水素ナトリウム０．５部を収容し、攪拌
しながら昇温した。内温が４５℃に達したところで、エチレンジアミン四酢酸・四ナトリ
ウム・二水塩０．０６部、硫酸第一鉄７水和物０．００２部及びナトリウムホルムアルデ
ヒドスルホキシレート０．１２部を、イオン交換水１６部に溶解した溶液を添加した。そ
の後、更に昇温し、内温が５０℃に達したところで、第１供給源から反応系に対して、１
時間あたり３３．３部の速度で、第１単量体の連続的な供給を開始し、重合を行った。そ
して、この第１単量体の供給と同時に、第２単量体を、第２供給源から第１供給源に、１
時間あたり１６．７部の速度で連続的に供給した。その結果、経時とともに、第１供給源
における単量体の組成が変化し、この第１供給源から反応系に供給される単量体の組成も
、逐次的に変化するようにした。すべての単量体の供給に要した時間は、約３時間である
。
　上記単量体の供給終了と同時に、重合を完結させ、組成の異なる複数のアクリロニトリ
ル・スチレン共重合体を主とした重合体混合物を含むラテックスを得た。
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　その後、上記ラテックスに、硫酸マグネシウム溶液を添加して、重合体を凝固し、水洗
した。その後、乾燥し、アクリロニトリル・スチレン共重合体（Ｓ２）を回収した。
　このアクリロニトリル・スチレン共重合体（Ｓ２）を構成するシアン化ビニル化合物に
由来する構造単位（ｄｘ）及び芳香族ビニル化合物に由来する構造単位（ｄｙ）の含有割
合（平均値）は、両者の合計を１００％とした場合に、それぞれ、２４％及び７６％であ
り、極限粘度［η］（メチルエチルケトン中、３０℃）は、０．５１ｄｌ／ｇであった。
尚、この原料Ｓ２のＴｍは観測されなかった。
【０１５９】
　上記の合成例１０及び１１により得られた原料Ｓ１及びＳ２は、成分〔Ｄ〕の構成を満
たすかもしれないので、構造単位（ｄｘ）の含有割合が５～６０％の範囲にある共重合体
については、構造単位（ｄｘ）を、５％以上ｒ１％以下で含む重合体（Ｄ－１）と、構造
単位（ｄｘ）を、ｒ１％を超えてｒ２％以下で含む重合体（Ｄ－２）と、構造単位（ｄｘ
）を、ｒ２％を超えて６０％以下で含む重合体（Ｄ－３）からなることとしてｒ１＝２５
及びｒ２＝３０を選択し、重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の合計を１００
％とした場合の各重合体の含有割合を下記の方法により分析した。
【０１６０】
＜原料〔Ｓ〕に含まれる重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の組成分析＞
　各原料〔Ｓ〕の１０ｍｇを、アセトニトリル・１，２－ジクロロエタン混合液（体積比
６：４）１０ｍＬに投入し、振とう機により、２５℃で２～３時間、振とうを行った。そ
の後、不溶分（夾雑物）を除去し、可溶分を液体クロマトグラフィーに供した。装置は、
東ソー社製スーパーシステムコントローラ「ＳＣ８０２０」（型式名）であり、カラムと
して、東ソー社製「ＴＳＫ　Ｓｉｌｉｃａ－６０」（商品名）を用いた。ｎ－ヘプタン・
１，２－ジクロロエタン混合液（体積比７：３）からアセトニトリル・１，２－ジクロロ
エタン混合液（体積比６：４）へ勾配をかけた移動相により、試料を展開し、ＵＶ検出器
で波長２６０ｎｍの吸収値から組成の分布を測定した。カラム温度は３５℃である。尚、
試料中の重合体組成及び分布の決定は、予め、種類及び含有量が既知の構造単位を含む、
アクリロニトリル・スチレン共重合体を用いて検量線を作製しておき、それを利用した。
【０１６１】
２．熱可塑性樹脂組成物の製造及び評価
　　実施例１～７及び比較例１～６
　原料〔Ｐ〕、〔Ｑ〕、〔Ｒ〕及び〔Ｓ〕を、表１～表２に記載の割合で用いて、ヘンシ
ェルミキサーにより混合した後、この混合物を、日本製鋼社製２軸押出機「ＴＥＸ４４α
ＩＩ」（型式名）に供給して溶融混練し、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）～（Ｘ１３）から
なるペレットを得た。尚、溶融混練の際のシリンダー設定温度は、１８０℃～２６０℃と
した。そして、これらの熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）～（Ｘ１３）について、Ｔｍを測定
した。
　原料〔Ｑ〕は、その合成方法によって、本発明に係る成分〔Ｂ〕を構成するゴム質重合
体強化ビニル系樹脂（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の中の一部又は全てを含む場
合がある。そこで、ｓ１＝２５及びｓ２＝３０を選択し、ゴム質重合体強化ビニル系樹脂
（Ｂ－１）、（Ｂ－２）及び（Ｂ－３）の合計を１００％とした場合の各ゴム質重合体強
化ビニル系樹脂の割合、並びに、ビニル系共重合体部（ＢＸ）を構成する構造単位（ｍｘ
）及び（ｍｙ）の割合を、オゾン分解及び液体クロマトグラフィーを組み合わせた方法（
上記に記載）等により求めて、その値を各表に示した。液体クロマトグラフィーによる測
定条件は、上記における＜原料〔Ｓ〕に含まれる重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ
－３）の組成分析＞と同じである。
　また、原料〔Ｒ〕は、その合成方法によって、本発明に係る成分〔Ｃ〕を構成するエチ
レン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）及び（Ｃ
－３）の中の一部又は全てを含む場合がある。そこで、ｔ１＝２５及びｔ２＝３０を選択
し、エチレン・α－オレフィン系ゴム質重合体強化ビニル系樹脂（Ｃ－１）、（Ｃ－２）
及び（Ｃ－３）の合計を１００％とした場合の各ゴム質重合体強化ビニル系樹脂の割合、
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並びに、ビニル系共重合体部（ＣＸ）を構成する構造単位（ｎｘ）及び（ｎｙ）の割合を
、ビニル系単量体（原料）の連続添加に伴って一定時間ごとに反応系の組成（エチレン・
α－オレフィン系ゴム質重合体に化学的に結合していない、ビニル系単量体（原料）に由
来する構造単位を含むビニル系共重合体（アクリロニトリル・スチレン共重合体）及び未
反応原料の割合等）を液体クロマトグラフィー等により分析したり、重合転化率を利用す
る等により求めて、その値を各表に示した。液体クロマトグラフィーによる測定条件は、
上記における＜原料〔Ｓ〕に含まれる重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の組
成分析＞と同じである。
　更に、原料〔Ｑ〕として用いるゴム強化樹脂（Ｑ１）～（Ｑ５）及び原料〔Ｒ〕として
用いるゴム強化樹脂（Ｒ１）～（Ｒ４）は、いずれも、アクリロニトリルに由来する構造
単位の含有量が５～６０％の範囲にあるアクリロニトリル・スチレン共重合体を含むので
、各ゴム質重合体強化ビニル系樹脂におけるグラフト率、アセトン可溶分（アクリロニト
リル・スチレン共重合体）の組成等を用いて、本発明に係る成分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ
〕の合計量に対する、これら各成分の含有割合を算出し、その値を各表に示した。そして
、アセトン可溶分（アクリロニトリル・スチレン共重合体）を含む原料〔Ｑ〕及び原料〔
Ｒ〕、並びに、アクリロニトリル・スチレン共重合体である原料〔Ｓ〕は、他の熱可塑性
樹脂に相当するが、複数のアクリロニトリル・スチレン共重合体の中には、成分〔Ｄ〕の
構成を満たすものがあるかもしれないので、構造単位（ｄｘ）の含有割合が５～６０％の
範囲にある共重合体については、重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）により構
成されることから、ｒ１＝２５及びｒ２＝３０を選択し、これらの合計を１００％とした
場合の各重合体の割合を下記の方法により分析した。また、この成分〔Ｄ〕について、成
分〔Ａ〕、〔Ｂ〕及び〔Ｃ〕の合計量に対する割合を算出した。
　尚、各表の原料〔Ｑ〕及び〔Ｒ〕についても、ゴム強化樹脂（Ｑ１）～（Ｑ５）におけ
るアセトン可溶分及びゴム強化樹脂（Ｒ１）～（Ｒ４）におけるアセトン可溶分が、いず
れも、成分〔Ｄ〕、即ち、アクリロニトリル・スチレン共重合体であるので、各アセトン
可溶分に対して、下記分析を行い、ｒ１＝２５及びｒ２＝３０とした場合の重合体（Ｄ－
１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の割合を併記した。
【０１６２】
＜重合体（Ｄ－１）、（Ｄ－２）及び（Ｄ－３）の組成分析＞
　熱可塑性樹脂組成物に含まれる成分〔Ｄ〕１０ｍｇを、アセトニトリル・１，２－ジク
ロロエタン混合液（体積比６：４）１０ｍＬに投入し、振とう機により、２５℃で２～３
時間、振とうを行った。その後、不溶分（夾雑物）を除去し、可溶分を液体クロマトグラ
フィーに供した。装置は、東ソー社製スーパーシステムコントローラ「ＳＣ８０２０」（
型式名）であり、カラムとして、東ソー社製「ＴＳＫ　Ｓｉｌｉｃａ－６０」（商品名）
を用いた。ｎ－ヘプタン・１，２－ジクロロエタン混合液（体積比７：３）からアセトニ
トリル・１，２－ジクロロエタン混合液（体積比６：４）へ勾配をかけた移動相により、
試料を展開し、ＵＶ検出器で波長２６０ｎｍの吸収値から組成の分布を測定した。カラム
温度は３５℃である。尚、試料中の重合体組成及び分布の決定は、予め、種類及び含有量
が既知の構造単位を含む、スチレン・アクリロニトリル共重合体を用いて検量線を作製し
ておき、それを利用した。
【０１６３】
　その後、下記項目について、評価を行った。尚、組成物の評価に際しては、予め、評価
項目に応じた添加剤を含む物性評価用組成物を調製し、これを利用した。
＜物性評価用組成物＞
　上記のように、表１～表２に記載の割合で、原料〔Ｐ〕、〔Ｑ〕、〔Ｒ〕及び〔Ｓ〕を
、ヘンシェルミキサーに供給した後、これらの合計１００部に対して、酸化防止剤である
トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト（商品名「アデカスタブ
２１１２」、ＡＤＥＫＡ社製）０．２部と、安定剤である２－［１－（２－ヒドロキシ－
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル）エチル］－４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチル
フェニルアクリレート（商品名「スミライザーＧＳ（Ｆ）」、住友化学社製）０．２部と
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を添加し、２５℃で混合した。次いで、この混合物を、日本製鋼社製２軸押出機「ＴＥＸ
４４αＩＩ」（型式名）に供給して溶融混練し、ペレット（物性評価用組成物）を得た。
尚、溶融混練の際のシリンダー設定温度は、１８０℃～２６０℃とした。
　その後、上記ペレットを十分に乾燥した後、シリンダーの設定温度を２４０℃～２６０
℃、金型温度を６０℃とした東芝機械社製射出成形機「ＥＣ６０」（型式名）又は「Ｊ３
５ＡＤ」（型式名）を用いて、評価項目に適した試験片を作製し、評価に供した。
（１）耐衝撃性
　ＩＳＯ　１７９に準じて、シャルピー衝撃強さを、温度２３℃及び－３０℃で測定した
。単位は「ｋＪ／ｍ２」である。
（２）耐熱性
　ＩＳＯ　７５に準じて、荷重たわみ温度を、曲げ応力１．８ＭＰａで測定した。単位は
「℃」である。
（３）流動性
　ＩＳＯ　１１３３に準じて、メルトフローレートを、温度２４０℃、荷重９８Ｎで測定
した。単位は「ｇ／１０分」である。
【０１６４】
（４）耐面衝撃性
　大きさが８０ｍｍ×５５ｍｍ×２．４ｍｍの試験片を、島津製作所社製高速衝撃試験機
「ＨＩＴＳ－Ｐ１０」（型式名）にセットし、落錘試験（重錘のポンチ先端直径：１２．
７ｍｍ、受け台穴径：４３ｍｍ、試験速度：６．７ｍ／秒、試験温度：－３０℃）に供し
、試験片の衝撃部を目視観察した。試験を５回行い、観察結果から点数の合計を算出した
。
「３点」：延性破壊し、陥没した。
「２点」：延性破壊し、配向割れを起こした（樹脂の流れ方向にひびが入った）。
「１点」：脆性破壊し、尖った破片が飛散した。
　合計点から平均点を算出し、耐面衝撃性を、下記基準で判定した。
「Ａ」：平均点が２．８点以上である。
「Ｂ」：平均点が２．０～２．７点である。
「Ｃ」：平均点が１．９点以下である。
【０１６５】
（５）軋み音評価Ｉ（異音リスク指数）
　熱可塑性樹脂組成物を、東芝機械社製射出成形機「ＩＳ－１７０ＦＡ」（型式名）を用
いて射出成形（シリンダー温度：２５０℃、射出圧力：５０ＭＰａ、金型温度：６０℃）
に供し、板状成形品を得た。次いで、この成形品を、ディスクソーを用いて切削加工し、
６０ｍｍ×１００ｍｍ×４ｍｍ及び５０ｍｍ×２５ｍｍ×４ｍｍの二種の試験片を切り出
した。その後、番手＃１００のサンドペーパーで試験片の端部を面取りし、細かいバリを
除去し、大小２枚の軋み音評価用試験片を作製した。
　次に、これらの軋み音評価用試験片を、８０℃±５℃に調整したオーブン内に３００時
間放置した後、取り出して、２５℃で２４時間静置し、熱老化（エージング）させた試験
片を得た。そして、ジグラー（ＺＩＥＧＬＥＲ）社製スティックスリップ試験機「ＳＳＰ
－０２」（型式名）に、大小２枚の軋み音評価用試験片をセットし、両者を３回擦り合わ
せて、異音リスク指数を測定した。測定条件は、温度：２３℃、湿度：５０％ＲＨ、荷重
：４０Ｎ、速度：１０ｍｍ／秒、振幅：２０ｍｍである。
　異音リスク指数が小さいほど、軋み音の発生リスクが低くなる。
【０１６６】
（６）軋み音評価ＩＩ（実用評価）
　熱可塑性樹脂組成物を、日本製鋼所社製射出成形機「Ｊ－１００Ｅ」（型式名）を用い
て射出成形に供し、ＩＳＯダンベル試験片１０枚を得た。そして、これらのうち、５枚の
試験片を８０℃に調整したギアオーブン内に４００時間放置した。
　次に、熱処理した試験片と、熱処理をしていない試験片とを交互に重ね合わせて複合体
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とし、この両端を手でひねって、軋み音の発生の有無を確認した。この試験を５回行い、
下記基準に基づき判定した。
「○」：５回の評価全てにおいて、軋み音の発生はわずかであった。
「△」：５回の評価において、軋み音の発生が顕著な場合が含まれていた（５回の評価全
てにおいて、軋み音の発生が顕著なものは除く）。
「×」：５回の評価全てにおいて、軋み音の発生が顕著であった。
【０１６７】
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【０１６８】
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【表２】

【０１６９】
　表２から、以下のことが明らかである。即ち、比較例１は、本発明に係る成分〔Ｃ〕を
構成する樹脂（Ｃ－１）及び（Ｃ－２）が含まれない例であり、耐衝撃性及び耐面衝撃性
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に劣る。比較例２は、本発明に係る成分〔Ｃ〕を構成する樹脂（Ｃ－３）が含まれない例
であり、耐衝撃性及び耐面衝撃性に劣る。比較例３は、本発明に係る成分〔Ｂ〕を構成す
る樹脂（Ｂ－１）及び（Ｂ－２）が含まれない例であり、耐衝撃性及び耐面衝撃性に劣る
。比較例４は、本発明に係る成分〔Ｂ〕を構成する樹脂（Ｂ－３）が含まれない例であり
、耐衝撃性及び耐面衝撃性に劣る。比較例５は、本発明に係る成分〔Ｂ〕を含まず、また
、Ｔｍが見られないので、軋み音の低減効果が得られなかった。また、比較例６は、本発
明に係る成分〔Ａ〕を含まないので、耐衝撃性、耐熱性及び耐面衝撃性に劣る。
　一方、表１から、本発明の構成を有する組成物である実施例１～７は、耐衝撃性、耐熱
性及び耐面衝撃性のバランスに優れ、軋み音が発生しにくい構成を有することが明らかで
ある。
【０１７０】
３．成形品の製造
　　実施例８
　実施例１で得た熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）を射出成形に供し、図７に示される部材１
２を得た。この部材１２は、外形が直方体（３０ｍｍ×６０ｍｍ×１５ｍｍ）であって、
図７において下面側の全てが開口し、上面側の中央付近が開口した構造体であり、且つ、
側面の１面側及び他面側のそれぞれ中央付近に断面が正方形の凸部１３を形成させたもの
である。この部材１２においては、片手で変形ができる程度に、肉厚を１．５ｍｍとした
。
　一方、テクノポリマー社製ＡＢＳ／ＰＣアロイ樹脂「エクセロイＣＫ２０」（商品名）
を用いて、図８に示される部材２２を得た。この部材２２は、外形が直方体であって、大
面積の面の一方の全てが開口した構造体であり、且つ、側面の１面側及び他面側のそれぞ
れ中央付近に断面が正方形の貫通孔を形成させたものである。この部材２２もまた、片手
で変形ができる程度に、肉厚を１．５ｍｍとした。
　次に、部材１２を、凸部１３が部材２２の貫通孔に嵌挿されるように、部材２２の凹部
の中に収容してスナップフィットさせ、複合体を得た（図８参照）。
　その後、複合体を変形させて、軋み音が発生するかどうかを確認した。即ち、図８（Ｃ
）に示す要領で、２つの凸部１３の外側から内側に向かって、矢印の方向に負荷をかけて
変形させたところ、軋み音は確認されなかった。
【０１７１】
　　実施例９～１４
　熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）に代えて、実施例２～７で得た熱可塑性樹脂組成物（Ｘ２
）～（Ｘ７）を用いた以外は、実施例８と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み
音の発生確認を行ったが、いずれの実施例においても、軋み音は確認されなかった。
【０１７２】
　　実施例１５
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７３】
　　実施例１６
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ２）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７４】
　　実施例１７
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ３）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７５】
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　　実施例１８
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ４）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７６】
　　実施例１９
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ５）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７７】
　　実施例２０
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ６）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７８】
　　実施例２１
　実施例８で作製した部材１２及び部材２２の材料を、それぞれ、上記ＡＢＳ／ＰＣアロ
イ樹脂及び熱可塑性樹脂組成物（Ｘ７）に変更した以外は、実施例８と同様にして、複合
体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋み音は確認されなかった。
【０１７９】
　　実施例２２
　実施例８で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ１）に変更した以外は
、実施例８と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋
み音は確認されなかった。
【０１８０】
　　実施例２３
　実施例９で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ２）に変更した以外は
、実施例９と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが、軋
み音は確認されなかった。
【０１８１】
　　実施例２４
　実施例１０で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ３）に変更した以外
は、実施例１０と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが
、軋み音は確認されなかった。
【０１８２】
　　実施例２５
　実施例１１で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ４）に変更した以外
は、実施例１１と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが
、軋み音は確認されなかった。
【０１８３】
　　実施例２６
　実施例１２で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ５）に変更した以外
は、実施例１２と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが
、軋み音は確認されなかった。
【０１８４】
　　実施例２７
　実施例１３で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ６）に変更した以外
は、実施例１３と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが
、軋み音は確認されなかった。
【０１８５】
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　　実施例２８
　実施例１４で作製した部材２２の材料を、熱可塑性樹脂組成物（Ｘ７）に変更した以外
は、実施例１４と同様にして、複合体を製造した。その後、軋み音の発生確認を行ったが
、軋み音は確認されなかった。
【産業上の利用可能性】
【０１８６】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物を含む成形品は、その周辺に、接触又は所定の間隔をもっ
て他の部材が配設された場合、振動、回転、ねじれ、摺動、衝撃等により一方若しくは両
者が移動又は変形して、両者が動的に接触（面接触、線接触又は点接触）しても、発生す
る軋み音を低減させることができる。従って、本発明の成形品は、車両、ＯＡ機器、家庭
電化機器、電機・電子機器又は建材を構成する部材だけでなく、船舶、日用雑貨、スポー
ツ用品、文具等を構成する部材とすることもできる。本発明においては、０℃以下の低い
温度、例えば、－３０℃における落錘衝撃試験で脆性破壊が抑制され、延性破壊されやす
い性質を有することから、車両内装部品が特に好ましく、なかでも、ドアトリム、ドアラ
イニング、ピラーガーニッシュ、コンソール、コンソールボックス、センターパネル、ド
アポケット、ベンチレータ、ダクト、エアコン、メーターバイザー、インパネアッパーガ
ーニッシュ、インパネロアガーニッシュ、Ａ／Ｔインジケーター、オンオフスイッチ類（
スライド部、スライドプレート）、スイッチベゼル、グリルフロントデフロスター、グリ
ルサイドデフロスター、リッドクラスター、カバーインストロアー、マスク類（マスクス
イッチ、マスクラジオ等）、グローブボックス等に好適である。
【符号の説明】
【０１８７】
　１０、１２、１４、１６、１８：１の部材
　１３：凸部
　１９：突起部
　２０、２２、２４、２６、２８：他の部材
　２５：（部分）接着層
　２７：ボルト
　２９：開口部
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